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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ａ）基材；並びに
　Ｂ）前記基材上に配置された帯電防止層であって、以下のものを含む前記帯電防止層；
　　ａ）以下のものからなるカチオン性コポリマー：
　　　ｉ）次式を有する２０質量％以上７０質量％未満のカチオン性モノマー：
　　　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＺ（ＣＨ２）ｎＮ（Ｒ２）３Ｘ
　　　（式中、
　　　ＺはＯ、Ｓ、又はＮＨであり；
　　　Ｒ１はＨ又はＣＨ３であり；
　　　Ｒ２は独立して、１～４個の炭素原子を有するアルキル基を含み；
　　　Ｘは、ハロゲン、ニトレート、アルキルサルフェート、アルカンスルホネート、及
びハロアルカンスルホネートからなる群から選択されるアニオンであり；かつ
　　　ｎ＝２～６である）；及び
　　　ｉｉ）１～１２個の炭素原子からなる炭化水素基を有する脂肪族アルキル（メタ）
アクリレートモノマーを含む１０質量％～７５質量％の疎水性モノマー；及び
　　　ｉｉｉ）次式を有する２質量％～２５質量％の架橋性モノマー：
　　　ＣＨ２＝ＣＲ３Ｙ
　　　（式中、
　　　Ｒ３は、Ｈ又はＣＨ３であり；かつ
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　　　Ｙは、ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＯＨ、及びＣＯＮＨ２からなる群から選択さ
れ；ここでＭはＨ又は対イオンであり、かつＬは、アルキレン基、アリーレン基、ヘテロ
アルキレン基、エーテル基、カルボニル基、エステル基、アミド基、若しくはスルホンア
ミド基、又はこれらの組み合わせを含む二価結合基である）
　　ｂ）非カチオン性（メタ）アクリルポリマー；及び
　　ｃ）メラミン－ホルムアルデヒド、尿素－ホルムアルデヒド、グリコールウリル－ホ
ルムアルデヒド、アジリジン、カルボジイミド、イソシアネート、及びエポキシ架橋剤か
らなる群から選択される架橋剤；
　を含み、
　　ｄ）前記カチオン性コポリマーが２５質量％～７０質量％；
　　　　前記非カチオン性（メタ）アクリルポリマーが１０質量％～５０質量％；及び
　　　　前記架橋剤が５質量％～３５質量％である、物品。
【請求項２】
　前記基材が、反射性フィルム、偏光フィルム、反射偏光フィルム、拡散混合反射偏光フ
ィルム、拡散フィルム、輝度上昇フィルム、ターンフィルム（turning film）、ミラーフ
ィルム、又はこれらの組み合わせを含む、請求項１に記載の物品。
【請求項３】
　前記物品が、前記帯電防止層上に配置された微細構造化層を更に含み、該微細構造化層
は、複数の微細構造を有する構造化表面を含み、かつ該構造化表面は、前記物品の外側表
面を含む、請求項１に記載の物品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、カチオン性ポリマーを含む帯電防止層を有する帯電防止物品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ディスプレイデバイスにて使用される光学物品などの物品は、高い光透過率、透明度、
及び極めて清浄な外観を包含する厳しい性能基準を満たさなければならない。光学性能に
とって有害なのは、粒子、非平面トポグラフィー、及び不均衡な接触度合い（「ウエット
アウト」と呼ばれることもある）などの欠陥である。これらの欠陥は、１つには製造、加
工、又は組立工程に由来する静電気によってもたらされ得る。
【０００３】
　例えば静電気は、加工中に、対象となる基材／フィルムから素早く引っ張ったり剥がし
たりするテープ（例えば、マスキング）又はその他のフィルムから生じ得る。これらの静
電気は引き続いて、フィルム表面近傍に存在し得るほこり又はその他残骸の粒子を引きつ
ける場合がある。最終的に、フィルム上に落ちる又は固定される粒子は、フィルムの当初
の目的にとって、不必要な遮光、屈折又は吸光、を引き起こし得る。フィルムの別の部分
と共に動き又はクリープが生じている間に、所定位置にて特にフィルム領域を締め付けた
り機械的に保持している場合に、不均一な収縮、反り、又はフィルムの膨張によって非平
面トポグラフィーが生じる場合がある。しかしながら、別の原因として、締め付けられた
又は静止した領域を生じ得る静電気が考えられるが、これはフィルム層間の結合を生じ、
これにより不均一又は非同期フィルム変化をもたらし得る。２つの領域間で光の透過率が
異なる場合、又は「ニュートンリング」などの干渉縞が観察される場合、「ウエットアウ
ト」現象として知られている光学的欠点が生じ得る。（フィルム製品全体を通してウエッ
トアウトが均一である場合、検出可能な欠陥は最小限となる。）静電気は、２つの層化フ
ィルムの間の特定領域の不均一な引っ張り合いの一因となって、ウェットアウトを引き起
す場合がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
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　したがって、種々の基材上に帯電防止層を形成するために使用可能であって、得られる
帯電防止物品が光学用途での使用に好適であるような帯電防止組成物が必要とされている
。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　基材上に配置された帯電防止層を含む物品が、本明細書にて開示されている。一態様に
おいては、かかる物品は、基材及び該基材上に配置された帯電防止層；カチオン性コポリ
マー、非カチオン性（メタ）アクリルポリマー、及び架橋剤を含む帯電防止層；を含む。
カチオン性コポリマーは基本的に、ｉ）約２０質量％以上約７０質量％未満のカチオン性
モノマーであって次式を有するもの：
　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＺ（ＣＨ２）ｎＮ（Ｒ２）３Ｘ
　（式中、ＺはＯ、Ｓ、又はＮＨであり；Ｒ１はＨ又はＣＨ３であり；Ｒ２は独立して、
１～４個の炭素原子を有するアルキル基を含み；Ｘは、ハロゲン、ニトレート、アルキル
サルフェート、アルカンスルホネート、及びハロアルカンスルホネートからなる群から選
択されるアニオンであり；かつｎ＝２～６である）；及びｉｉ）１～１２個の炭素原子か
らなる炭化水素基を有する脂肪族アルキル（メタ）アクリレートモノマーを含む約１０質
量％～約７５質量％の疎水性モノマー；及びｉｉｉ）約２質量％～約２５質量％の架橋性
モノマーであって次式を有するもの：
　ＣＨ２＝ＣＲ３Ｙ
　（式中、Ｒ３はＨ又はＣＨ３であり；かつＹは、ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＯＨ、
及びＣＯＮＨ２からなる群から選択され、ここでＭはＨ又は対イオンであり、かつＬは、
アルキレン基、アリーレン基、ヘテロアルキレン基、エーテル基、カルボニル基、エステ
ル基、アミド基、又はスルホンアミド基、あるいはこれらの組み合わせを含む二価結合基
である）；ｂ）非カチオン性（メタ）アクリルポリマー；及びｃ）メラミン－ホルムアル
デヒド、尿素－ホルムアルデヒド、グリコールウリル－ホルムアルデヒド、アジリジン、
カルボジイミド、イソシアネート、及びエポキシ架橋剤からなる群から選択される架橋剤
；から構成される。
【０００６】
　別の態様では、カチオン性コポリマーは基本的に、ｉ）約２０質量％以上約５０質量％
未満のカチオン性モノマーであって次式を有するもの：
　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＺ（ＣＨ２）ｎＮ（Ｒ２）３Ｘ
　（式中、ＺはＯ、Ｓ、又はＮＨであり；Ｒ１はＨ又はＣＨ３であり；Ｒ２は独立して、
１～４個の炭素原子を有するアルキル基を含み；Ｘは、ハロゲン、ニトレート、アルキル
サルフェート、アルカンスルホネート、及びハロアルカンスルホネートからなる群から選
択されるアニオンであり；かつｎ＝２～６である）；及びｉｉ）１～１２個の炭素原子か
らなる炭化水素基を有する脂肪族アルキル（メタ）アクリレートモノマーを含む約１０質
量％～約７５質量％の疎水性モノマー；ｉｉｉ）Ｎ－ビニルピロリジノン、Ｎ，Ｎ－ジメ
チルアミノエチル（メタ）アクリレート、又はこれらの組み合わせを含む約０．５質量％
～約５５質量％の窒素含有モノマー；（ただし、カチオン性モノマー及び窒素含有モノマ
ーの量は、約７０質量％未満である）；及びｉｖ）（メタ）アクリル酸又は次式を有する
モノマーを含む、約２質量％～約２５質量％の架橋性モノマー；
　ＣＨ２＝ＣＲ３Ｙ
　（式中、Ｒ３はＨ又はＣＨ３であり；かつＹは、ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＯＨ、
及びＣＯＮＨ２からなる群から選択され、ここでＭはＨ又は対イオンであり、かつＬは、
アルキレン基、アリーレン基、ヘテロアルキレン基、エーテル基、カルボニル基、エステ
ル基、アミド基、若しくはスルホンアミド基、又はこれらの組み合わせを含む二価結合基
である）；ｂ）非カチオン性（メタ）アクリルポリマー；及びｃ）メラミン－ホルムアル
デヒド、尿素－ホルムアルデヒド、グリコールウリル－ホルムアルデヒド、アジリジン、
カルボジイミド、イソシアネート、及びエポキシ架橋剤からなる群から選択される架橋剤
；から構成される。
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【０００７】
　本明細書にて開示された物品は、種々の構造、特に光学用途に好適なもので使用するこ
とができる。幾つかの実施形態では、基材は、反射性フィルム、偏光フィルム、反射偏光
フィルム、拡散混合反射偏光フィルム、拡散フィルム、輝度上昇フィルム、ターンフィル
ム、ミラーフィルム、又はこれらの組み合わせを含む。帯電防止層は、これら光学フィル
ムの１つの内層又は外層として組み込むこともできる。一実施形態では、物品は、帯電防
止層上に配置された微細構造化層を含み、ここで微細構造化層は、複数の微細構造を有す
る構造化表面を含み、かつ構造化表面は、物品の外側表面を含む。別の実施形態では、か
かる物品は、Ａ）偏光フィルム；Ｂ）偏光フィルム上に配置された帯電防止層；Ｃ）光学
フィルム；及びＤ）光学フィルムを帯電防止層へ接着させる接着剤層を含む。別の実施形
態では、かかる物品は、Ａ）偏光フィルム；Ｂ）偏光フィルム上に配置された帯電防止層
；Ｃ）光学フィルム；及びＤ）光学フィルムを偏光フィルムへ接着させる接着剤層を含む
。
【０００８】
　別の態様では、物品の製造方法が、本明細書にて開示されている。本方法は、本明細書
にて開示された帯電防止組成物を基材上にコーティングし、それによってコーティング基
材を形成することを含み、所望により続いてこのコーティング基材を少なくとも１方向に
延伸することを含む。更に別の態様では、かかる物品を含むディスプレイデバイスが、本
明細書にて開示されている。ディスプレイデバイスは、ディスプレイパネル、１つ以上の
光源、及びかかる物品を含む。
【０００９】
　更に別の態様では、カチオン性コポリマーが、本明細書にて開示されており、かつ基本
的には、ｉ）約２０質量％以上約５０質量％未満のカチオン性モノマーであって次式を有
するもの：
　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＺ（ＣＨ２）ｎＮ（Ｒ２）３Ｘ
　（式中、ＺはＯ、Ｓ、又はＮＨであり；Ｒ１はＨ又はＣＨ３であり；Ｒ２は独立して、
１～４個の炭素原子を有するアルキル基を含み；Ｘは、ハロゲン、ニトレート、アルキル
サルフェート、アルカンスルホネート、及びハロアルカンスルホネートからなる群から選
択されるアニオンであり；かつｎ＝２～６である）；及びｉｉ）１～１２個の炭素原子か
らなる炭化水素基を有する脂肪族アルキル（メタ）アクリレートモノマーを含む約１０質
量％～約７５質量％の疎水性モノマー；ｉｉｉ）Ｎ－ビニルピロリジノン、Ｎ，Ｎ－ジメ
チルアミノエチル（メタ）アクリレート、又はこれらの組み合わせを含む約０．５質量％
～約５５質量％の窒素含有モノマー；（ただし、カチオン性モノマー及び窒素含有モノマ
ーの量は、約７０質量％未満である）；並びにｉｖ）（メタ）アクリル酸又は次式を有す
るモノマーを含む、約２質量％～約２５質量％の架橋性モノマー；
　ＣＨ２＝ＣＲ３Ｙ
　（式中、Ｒ３はＨ又はＣＨ３であり；かつＹは、ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＯＨ、
及びＣＯＮＨ２からなる群から選択され、ここでＭはＨ又は対イオンであり、かつＬは、
アルキレン基、アリーレン基、ヘテロアルキレン基、エーテル基、カルボニル基、エステ
ル基、アミド基、若しくはスルホンアミド基、又はこれらの組み合わせを含む二価結合基
である）から構成される。
【００１０】
　本発明のこれらの態様及び他の態様は、以下の説明で更に詳細に記載される。上記概要
はいずれも、主張される対象の制限として解釈されるべきではなく、かかる対象は、本明
細書に記載される特許請求の範囲によってのみ定義される。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明は、多数の利点を提供する。その１つとして、その１つとして、帯電防止層を帯
電防止特性を物品に付与するために使用することができ、 １つ以上の表面に接続された
回路（例えば、金属線）を必要とすることなく物品が帯電防止性になる。このような帯電
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防止物品は、ほこり、汚れ、及びその他の粒子が物品表面に付着するのを最少化するよう
に、十分な帯電防止特性を示す。帯電防止層は、液晶バックライトにて使用される光学フ
ィルム（光学フィルムからの保護膜の除去によって、大きな静電気及び２０ｋＶ以下の電
位が生じることがある）へ十分な帯電防止特性を付与するためにも使用することができる
。一般的に、帯電防止物品は、高い抵抗値、例えば約１×１０８オーム／スクエア超、又
は約１×１０１０オーム／スクエア超を示すことができ、効果的な帯電防止特性を依然と
して維持する。本明細書にて開示された帯電防止物品は、約４０％の相対湿度にて測定し
た場合、約１×１０１３オーム／スクエア未満、又は１×１０１２オーム／スクエア、好
ましくは１×１０１０未満の表面抵抗率を有することができる。１μｍ未満の厚さの層で
あっても、この帯電防止性能を得ることができる。
【００１２】
　別の利点は、高速電荷減衰時間を示す帯電防止物品を提供することが可能なことであり
、高速電荷減衰時間は、例えば５０００Ｖ以上５００Ｖ未満の、所与の範囲にわたる電圧
の初期値の１０％まで静電荷を減衰させるのに必要とされる時間である。本明細書にて開
示された帯電防止物品は、約４０％の相対湿度にて測定した場合、約２０秒未満、約１０
秒未満、約５秒未満、約２秒未満、約０．１秒未満、あるいは０．０１秒未満の電荷減衰
時間を示してよい。場合によっては、これらの電荷減衰時間は、約２０％の相対湿度にて
測定した場合に、観察することができる。
【００１３】
　明瞭にするために、用語「導電性」は多くの場合、業界では「静電気拡散性」、即ち、
帯電防止性を指すものとして使用されているが、導電性及び帯電防止性という用語が本発
明で使用される場合、同義であることを意図していないことは注意する必要がある。具体
的には、導電性材料コーティングは、１×１０５オーム／スクエア以下の表面抵抗率を有
し、これに対して、帯電防止材料コーティングは通常、１×１０１２オーム／スクエア以
下の表面抵抗率を有すると考えられる。これらの用語は一般に、導電性又は帯電防止性の
成分又は剤を材料露出表面上に有する材料を説明するために使用される。（比較すると、
物品は、帯電防止特性を有さない層間に「埋め込まれた」帯電防止層を有することによっ
て、たとえかかる物品がより大きな表面抵抗率を示す場合であっても、帯電防止性である
ことができる。）更に、静電気減衰時間は、物品がこれらの高い表面抵抗率値を有する場
合であっても維持することができる。
【００１４】
　別の利点は、帯電防止層が、典型的なポリマー基材及び別の高分子層との間の接着を促
進するプライマー層として機能できることである。帯電防止層が、光透過性基材などの光
学基材（たとえ後述するような多層光学フィルムであっても）に良好に接着することはと
りわけ利点である。帯電防止層が、後述の放射線硬化材料から形成されかつ光学用途での
使用に適する層に、良好に接着することもまたとりわけ利点である。帯電防止層が接着剤
層に良好に接着することもまたとりわけ利点である。
【００１５】
　帯電防止物品を提供するために、好適な基材上に帯電防止層を形成した後、基材を配向
させるために、物品を１方向又は２方向にて（in one or two dimensions）、幅出しする
か又は延伸させることができることも別の利点である。この幅出前帯電防止処理は、別個
のコーティング工程の必要性を排除するため、幅出し機加工の観点から望ましい。対照的
に、ポリマー及び粒子を包含する、帯電防止特性を提供するために使用される多くの既知
の材料は、高温を含む場合がありかつ延伸比があらゆる場所で２：１、４．５：１、ある
いは６：１以上である場合がある幅出しには受け入れ難い。控えめに言っても、多くの既
知の材料は延伸後に表面抵抗性（surface resistivity properties）を失う。本明細書に
て開示された帯電防止層は、表面抵抗性を依然として保持しつつ延伸することができる。
【００１６】
　更なる別の利点は、かすみ及び光透過率などの望ましい光学特性を示すように帯電防止
層を設計できることである。例えば、帯電防止層が好適な基材上に形成される場合、帯電
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防止物品は、例えば約２０％未満の最小かすみを示すことができる。一般に、場合により
十分な帯電防止性能は、望ましくない程度のかすみを提供する厚い層によってのみ達成可
能であることから、これを既知の帯電防止組成物によって達成することは困難である。望
ましくないかすみの別の要因は、表面粗さであるが、これは斑点及びディウェッティング
などの乾燥に関連した現象から発生し得る。この問題は、乾燥プロセスの間に発生する表
面張力勾配の理由から、水系コーティング配合物を使用する場合に特に問題となり得る。
所望であれば、帯電防止層が好適な基材上に形成される際に、帯電防止物品は最大光透過
率、例えば９０％超を示すことができる。一般に、帯電防止層は無色であることが好まし
い。これらの性質を有することによって、帯電防止物品は、光を管理、増強、操作、制御
、維持、透過、反射、屈折、吸収などすることができる光学用途での使用に適する。光学
用途は、以下でより詳細に述べる。
【００１７】
　また更なる別の利点は、本発明のコーティングのための帯電防止性能が２０％の低さの
相対湿度においても適切であるとともに、材料が約２６０℃以下の温度での熱処理に耐え
ることができることである。更に、引き続いて硬化される放射線硬化性組成物で、帯電防
止層がオーバーコーティングされた後でさえ、帯電防止特性は維持され得る。これは通常
、放射線硬化性組成物が多くの場合１００％モノマーであり、したがって帯電防止性コー
ティングの溶解が顕著であり得ることから、解決困難な問題である。
【００１８】
　また更なる別の利点は、帯電防止層を形成するために使用される構成成分が、コーティ
ングされる処方物中及び乾燥させた層中の両方において適合性であることである。これは
、多くの場合アニオン性分散体パッケージを有している、カチオン性コポリマー及び結合
剤材料の間には、容易には相溶性が生じないという、瑣末な利点ではない。このような組
み合わせにおいて、沈殿又はゲル化が多くの場合生じる。予想外にも、上述した利点はカ
チオン性ポリマー、結合剤、及び架橋剤の特定の組み合わせによって得られることが見出
された。
【００１９】
　帯電防止層は、カチオン性コポリマーを含む。一般に、有用なカチオン性コポリマーは
、（メタ）アクリル又はビニルモノマーのフリーラジカル重合により調製できるようなも
のである。本明細書で使用するとき、「（メタ）アクリル」は、アクリル基及びメタクリ
ル基の両方を指すために使用され、かつ（メタ）アクリレート類及び（メタ）アクリルア
ミド類などの化合物を含む。有用なカチオン性コポリマーは、約１０，０００超の数平均
分子量を有し、高分子量よりも低分子量がより望ましい。有用なカチオン性コポリマーは
、米国特許第２００７／００８２１９６（Ａ１）号（アリ（Ali）ら）に記載されている
。
【００２０】
　一実施形態では、カチオン性コポリマーは、本質的に、カチオン性モノマー、疎水性モ
ノマー、及び架橋性モノマーから構成される。カチオン性モノマーは、次の化学式を有す
る。
【００２１】
　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＺ（ＣＨ２）ｎＮ（Ｒ２）３Ｘ
　（式中、ＺはＯ、Ｓ、又はＮＨであり；Ｒ１はＨ又はＣＨ３であり；Ｒ２は独立して、
１～４個の炭素原子を有するアルキル基を含み；Ｘは、ハロゲン、ニトレート、アルキル
サルフェート、アルカンスルホネート、及びハロアルカンスルホネートからなる群から選
択されるアニオンであり；かつｎ＝２～６である）。例えば、カチオン性モノマーは、２
－アクリロキシエチルトリアルキルアンモニウムカチオン及びアニオン、並びに好ましく
は、２－アクリロキシエチルトリメチルアンモニウムクロライド又は２－アクリロキシエ
チルブチルジメチルアンモニウムブロマイドを含んでよい。カチオン性モノマーは、カチ
オン性コポリマーを形成するために使用されるモノマー類の総質量に対して、約２０～７
０質量％未満、又は約３０～約６５質量％で含まれる。カチオン性モノマーは、帯電防止
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特性を付与するために、カチオン性コポリマー中へ組み込まれてよい。このため、使用さ
れるカチオン性モノマーの特定量は、コポリマーの所望の帯電防止特性に依存する場合が
あり、かつ更には、帯電防止層を形成するために使用される組成物中でのその他のモノマ
ー及びその他の構成成分との適合性を含むその他の各種要因、並びにそれが形成された後
の帯電防止層に依存する。
【００２２】
　疎水性モノマーは、１～１２個の炭素原子からなる炭化水素基を有する脂肪族アルキル
（メタ）アクリレートモノマーを含む。疎水性モノマーは、直鎖、分枝鎖又は環状である
ことができ、かつ所望により、芳香族基、Ｏなどのヘテロ原子、及び－ＣＯ－などのへテ
ロ原子含有基などの基で置換されることができる。疎水性モノマーは更に、ＯＨ、ＮＨ、
及びＳＨ水素などの活性水素を有さないことができる。例示の疎水性モノマーとしては、
エチルアクリレート、メチル（メタ）アクリレート、ブチルアクリレート、イソオクチル
（メタ）アクリレート、又はイソボルニル（メタ）アクリレートが挙げられる。疎水性モ
ノマーは、カチオン性コポリマーを形成するために使用されるモノマー類の総質量に対し
て、約１０質量％以上約７５質量％未満、又は約２５質量％～約５０質量％を含む。使用
される疎水性モノマーの特定量は、コポリマーの所望の特性、例えば、帯電防止層を形成
するために使用される組成物中でのその他のモノマー及びその他の構成成分との適合性、
並びに形成後の帯電防止層に、依存し得る。
【００２３】
　架橋性モノマーは、（メタ）アクリル酸又は次式を有するモノマーを含む。
【００２４】
　ＣＨ２＝ＣＲ３Ｙ
　（式中、Ｒ３はＨ又はＣＨ３であり；かつＹは、ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＯＨ、
及びＣＯＮＨ２からなる群から選択され；ここでＭはＨ又は対イオンである）。対イオン
は、アルカリ金属；アンモニウム；並びに置換された、モノ－、ジー、及びトリアルキル
アンモニウムを有するアルキル又は１～４個の炭素原子を有するヘテロ原子置換アルキル
基からなる群から選択されてよい。Ｌは、アルキレン基、アリーレン基、ヘテロアルキレ
ン基、エーテル基、カルボニル基、エステル基、アミド基、若しくはスルホンアミド基、
又はこれらの組み合わせを含む、二価連結基である。Ｌとして有用な二価連結基としては
、２～６個の炭素原子を有するアルキレン基が挙げられる。例示の架橋性モノマーとして
は、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、Ｎ－（メチロール）（メタ）アクリルアミ
ド、（メタ）アクリル酸、及び２－カルボキシエチル（メタ）アクリレートが挙げられる
。架橋性モノマーは、帯電防止組成物中にも存在する架橋剤と反応すると考えられている
。このため、使用される特定の架橋性モノマーは、架橋剤の反応性に依存し得る。架橋性
モノマーは、カチオン性コポリマーをつくりあげているモノマーの総質量に対して、約２
質量％～約２５質量％、又は約５質量％～約１０質量％の量で存在する。使用される架橋
性モノマーの特定量は、コポリマーの所望の特性、例えば、帯電防止層を形成するために
使用される組成物中でのその他のモノマー及びその他の構成成分との適合性、並びに形成
後の帯電防止層に、依存し得る。
【００２５】
　カチオン性コポリマーは、本質的にはカチオン性、疎水性、及び架橋性モノマーの特定
の組み合わせから、構成されていてよい。有用なカチオン性コポリマーの例としては、下
表１に列挙されているようなものが挙げられる。一実施形態では、カチオン性コポリマー
は、ジメチルアミノエチルアクリレートのアルキル塩；アクリル酸エチルを含む疎水性モ
ノマー、メチル（メタ）アクリレート、イソボルニルアクリレート、又はこれらの組み合
わせ；及びヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、のコポリマーから基本的に構成され
る。別の実施形態では、カチオン性コポリマーは、ジメチルアミノエチルアクリレートの
アルキル塩のコポリマーから基本的に構成され；疎水性モノマーは、エチル（メタ）アク
リレート、メチル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、イソオクチル（
メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、又はこれらの組み合わせを含
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み；かつ架橋性モノマーは、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレートを含む。
【００２６】
　別の実施形態では、カチオン性コポリマーは、カチオン性モノマー、疎水性モノマー、
窒素含有モノマー、及び架橋性モノマーのコポリマーから本質的に構成される。この場合
、カチオン性モノマーは、窒素含有モノマーと併用する場合、カチオン性コポリマーを形
成するために使用されるモノマー類の総質量に対して、約２０質量％～約５０質量％を構
成することを除いて、上記のようなもののいずれかを含んでよい。疎水性モノマーは、上
記のようなもののいずれかを含んでよく、かつ、カチオン性コポリマーを形成するために
使用されるモノマー類の総質量に対して、約１０質量％以上約７５質量％未満、又は約２
０質量％～約３５質量％であってよい。架橋性モノマーは、上記のようなもののいずれか
を含んでよく、かつ、カチオン性コポリマーを形成するために使用されるモノマー類の総
質量に対して、約２質量％～約２５質量％、又は約５質量％～約１０質量％であってよい
。
【００２７】
　窒素含有モノマーは、Ｎ－ビニルピロリジノン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ
）アクリレート、又はこれらの組み合わせを含む。窒素含有モノマーは、カチオン性モノ
マー及び窒素含有モノマーの量が、カチオン性コポリマーを形成するために使用されるモ
ノマー類の総質量に対して約７０質量％未満であるという条件で、カチオン性コポリマー
を形成するために使用されるモノマー類の総質量に対して、約０．５質量％～約５５質量
％、又は約５質量％～約３５質量％を構成する。使用される窒素含有モノマーの特定量は
、コポリマーの所望の特性、例えば、帯電防止層を形成するために使用される組成物中で
のその他のモノマー及びその他の構成成分との適合性、並びに形成後の帯電防止層に、依
存し得る。
【００２８】
　カチオン性コポリマーは、カチオン性、疎水性、窒素含有、及び架橋性モノマーから、
本質的には構成されていてよい。有用なカチオン性コポリマーの例としては、下表２に列
挙されているようなものが挙げられる。一実施形態では、カチオン性コポリマーは、ジメ
チルアミノエチルアクリレートのアルキル塩；エチルアクリレート、メチル（メタ）アク
リレート、ブチル（メタ）アクリレート、イソオクチルアクリレート、イソボルニル（メ
タ）アクリレート、又はこれらの組み合わせを含む疎水性モノマー；Ｎ－ビニルピロリジ
ノン、ジメチルアミノエチルアクリレート、又はこれらの組み合わせ；及びヒドロキシエ
チル（メタ）アクリレートのコポリマーから本質的に構成される。別の実施形態では、カ
チオン性コポリマーは、ジメチルアミノエチルアクリレートのアルキル塩；フェノキシエ
チルアクリレート、メチル（メタ）アクリレート、イソオクチルアクリレート、イソボル
ニルアクリレート、又はこれらの組み合わせを含む疎水性モノマー；Ｎ－ビニルピロリジ
ノン、ジメチルアミノエチルアクリレート、又はこれらの組み合わせ；並びにヒドロキシ
エチル（メタ）アクリレートのコポリマーから本質的に構成される。別の実施形態では、
カチオン性ポリマーは、ジメチルアミノエチルアクリレートのアルキル塩を含むカチオン
性モノマー；エチル（メタ）アクリレート、メチル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ
）アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレー
ト、フェノキシエチル（メタ）アクリレート又はこれらの組み合わせを含む疎水性モノマ
ー；Ｎ－ビニルピロリジノン、ジメチルアミノエチルアクリレート、又はこれらの組み合
わせ；及びヒドロキシエチル（メタ）アクリレートを含む架橋性モノマー；のコポリマー
から本質的に構成される。
【００２９】
　カチオン性コポリマーの製造において、典型的なプロセスは、反応開始剤及び溶媒と共
に、反応容器内に各モノマーを充填することを含む。好適な反応開始剤としては、２，２
’－アゾビス（２－メチルブタンニトリル）又は、デュポン・ケミカルズ（DuPont Chemi
cals）からのバゾ（VAZO）製品として販売されているもの若しくはチバ・スペシャルティ
・ケミカルズ（Ciba Specialty Chemicals）からイルガキュア（IRGACURE）製品として販
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売されているもののうち任意のものが挙げられる。典型的には、モノマー混合物１００部
当たり反応開始剤約０．１～１部を使用する。有用な溶媒としては、メタノール、エタノ
ール、イソプロピルアルコール、エチルアセテート、メチルエチルケトン、水、及びこれ
らの組み合わせを含む各種アルコールが挙げられるが、これらに限定されない。かかる系
は一定期間混合し、反応を進行させる。
【００３０】
　カチオン性コポリマーは、約２５質量％～約７０質量％、又は約３３質量％～約６０質
量％の帯電防止層を含む。ほとんどの場合、コスト及び物品性能に対するあらゆる悪影響
を最小化するために、カチオン性コポリマーの量を最少化することが望ましい。例えば、
物品が、無色とされる必要のある光学物品であり、かつカチオン性コポリマーが光学物品
に色を付与する能力を有する場合、カチオン性コポリマーの量は、光学物品が無色のまま
である程度にまで最少化しなければならない。別の例として、帯電防止層が、基材と幾つ
かのその他の層との間に配置される場合、使用されるカチオン性コポリマーの量は、基材
とその他の層との間の接着を阻害してはならない。ＡＳＴＭ　Ｄ３３５９は、２つの層の
間の接着性を測定するために使用される周知の方法である。
【００３１】
　特定のカチオン性コポリマー及び使用量は、帯電防止層中に存在するその他の構成成分
、特定の基材、所望の帯電防止性能、などが挙げられる種々の要因に依存するであろう。
カチオン性コポリマーを選択する１つの方法は、その溶液又は分散体を基材上にコーティ
ングし、次に表面抵抗率を測定することである。理想的には、カチオン性ポリマー単独に
よって付与された表面抵抗率は、約４０％の相対湿度にて測定した場合、約１×１０１０

オーム／スクエア未満である。
【００３２】
　帯電防止層は、主として結合剤及び／又はプライマーとして機能する非カチオン性（メ
タ）アクリルポリマーも含む。本材料は、ラテックス、分散体、又はエマルションポリマ
ーと呼ばれることもある。非カチオン性（メタ）アクリルポリマーは、アルキル（メタ）
アクリレートコポリマー又はアクリル系コア／シェルコポリマーを含む。有用なアルキル
（メタ）アクリレートコポリマー類としては、ロープレックス（RHOPLEX）３２０８及び
ロープレックス（RHOPLEX）３２０８ＥＲ（ローム・アンド・ハース社（Rohm and Haas C
o.））にて利用されているようなものが挙げられる。有用なアクリル系コア／シェルコポ
リマー類としては、イソボルニルアクリレート／メチルメタクリレート／エチルアクリレ
ート共重合をベースにし、かつ国際公開第９６／１６１２０号（ラオ（Rao）ら）の実施
例１に記載されている方法を使用して調製した、コア／シェルラテックスが挙げられる。
その他の有用な結合剤ポリマー系は、米国特許第６，８９３，７３１号（カウシュ（Kaus
ch））の実施例２９に記載されているようなものである。結合剤ポリマー（単一又は複数
）は更に、－ＯＨ及び－ＣＯ２Ｈなどの架橋性官能基と共にモノマーを含んでよい。特定
の結合剤及び使用量は、帯電防止層を形成するために使用される帯電防止組成物中のその
他の構成成分との適合性、並びに形成後の帯電防止層を含む種々の要因に依存し得る。一
般的に、帯電防止層は、非カチオン性（メタ）アクリルポリマーの約１０質量％～約５０
質量％を構成する。
【００３３】
　帯電防止層は、メラミン－ホルムアルデヒド、尿素－ホルムアルデヒド、グリコールウ
リル－ホルムアルデヒド、アジリジン、カルボジイミド、イソシアネート、及びエポキシ
架橋剤からなる群から選択される架橋剤も含む。これらの架橋剤は、架橋モノマーによっ
て付与された際に、結合剤及び／又はカチオン性コポリマーのペンダント架橋基と反応す
る。架橋剤は、一体性及び任意のその他所望の性質を帯電防止層へ付与するように選択さ
れる。有用な架橋剤としては、ＣＹＭＥＬ　３２３、３２５、３２７、３５０、及び３７
３（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ（Ciba Specialty Chemicals））；ＣＸ－１００
（ＤＳＭネオレジンズ（Neoresins））；及びＸＡＭＡ－７（ヘキスト・セラニーズ（Hoe
chst Celanese））が挙げられる。架橋剤及び使用量の特定の選択は、層がコーティング
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され及び／又は硬化される前又は後のいずれかにおける層内のその他構成成分との適合性
、層の所望の厚み、重合条件、コストなどの種々の要因に依存する。したがって、架橋剤
は、約５質量％～約３５質量％の帯電防止層を含んでよい。
【００３４】
　帯電防止層中で使用される材料の相対量は、使用される特定の材料、並びに層の厚さ、
及び物品の使用目的に依存するであろう。一実施形態では、帯電防止層は、約２５質量％
～約７０質量％のカチオン性コポリマー；約１０質量％～約５０質量％の非カチオン性（
メタ）アクリルポリマー；及び約５質量％～約３５質量％の架橋剤；を含む。
【００３５】
　帯電防止層は、硬化及び架橋を促進するために、少なくとも１種の触媒又は熱的に及び
／又は光で活性化させた潜触媒を更に含んでよい。触媒種は、コーティングで用いられる
架橋化学の種別に応じて、酸性又は塩基性であり得る。有用な酸及び酸性潜在性触媒の例
、メラミン－ホルムアルデヒド系架橋システムと共に特に有用なものとしては、ｐ－トル
エンスルホン酸及びその誘導体、例えば、ＣＹＣＡＴ　４０４０及び４０４５（チバ・ス
ペシャルティ・ケミカルズ（Ciba Specialty Chemicals））が挙げられる。有用な触媒の
その他の例としては、塩酸、リン酸、及び硝酸などの鉱酸類、それらのアミン塩類、並び
にカルボン酸類及びそれらのアミン塩類が挙げられる。触媒は、ポリ（エチレンイミン）
及びその塩又はポリ（アクリル酸）及びそのアンモニウム塩などの高分子種であってもよ
い。有用な光活性酸触媒の例としては、トリフルオロメタンスルホン酸などの強酸のヨー
ドニウム及びスルホニウム塩が挙げられる。一般的に、触媒又は触媒前駆体の使用量は、
総コーティング固形分の約５質量％未満である。
【００３６】
　帯電防止層及び／又はそれを適用するために使用されるコーティング配合物は、他のタ
イプの添加剤を含有していてもよい。好ましくは、このような材料は、コーティング及び
コーティング配合物の主要構成成分と相容性でなければならず、かつ光学物品の性能属性
に悪影響を及ぼしてはならない。これらとしては、界面活性剤及び凝集溶剤などのコーテ
ィング補助剤；脱泡剤；例えば、スリップ剤として使用する微粒子；酸化防止剤；及び緩
衝剤又はトリアルキルアミンなどのｐＨ調整剤；が挙げられる。ｐＨ安定剤として、トリ
エチルアミン及びジメチルエタノールアミンなどの比較的揮発性のトリアルキルアミンを
使用することは、メラミン－ホルムアルデヒド架橋剤を含むコーティング配合物のために
特に好ましいが、これは酸性領域へのｐＨ変動によって、好ましくない可使時間の短縮及
び早期ゲル化を引き起こす場合があるからである。
【００３７】
　帯電防止層は、それが所望の帯電防止特性を物品へ付与することができるという条件で
、任意の好適な厚みを有することができる。一般に、約２５ｎｍ～約４００ｎｍ、好まし
くは約５０～約２５０ｎｍの厚みが有用である。帯電防止層は、望ましい特性を付与する
ように十分厚くなければならないが、物品性能を損なうほど厚過ぎてはならない。
【００３８】
　また本明細書で開示されるのは、帯電防止物品の製造方法である。本方法は、上記帯電
防止組成物を基材上にコーティングし、それによってコーティング基材を形成することか
らなる。通常は、帯電防止組成物中の構成成分は、コーティング工程に好適な溶剤中に溶
解、分散、又は懸濁させる。使用される特定溶剤は、特定構成成分、構成成分の所望濃度
、層の所望の厚み及び性質、用いられるコーティング方法などに依存する。好適な溶剤と
しては、水が挙げられる。一般に、帯電防止層を形成するために使用される組成物は、全
組成物の質量に対して、約５０質量％以下の固形分を含む。
【００３９】
　帯電防止組成物は、ディップ、ロール、ダイ、ナイフ、エアナイフ、スロット、スライ
ド、巻き線ロッド、及びカーテンコーティングなどの種々のコーティング技術を使用して
コーティングしてよい。コーティング技術についての網羅的な議論は、Ｅ．コーエン（Co
hen）及びＥ．ガトフ（Gutoff）共著、「最新コーティング・乾燥技術（Modern Coating 
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and Drying Technology）」（ＶＣＨパブリッシャーズ、ニューヨーク、１９９２年、１
２２ページ）；並びに、Ｙ．Ｈ．Ｙトリコット（Tricot）著、「界面活性剤：液体フィル
ムコーティングにおける静的及び動的表面張力（Surfactants: Static and Dynamic Surf
ace Tension In Liquid Film Coating）」（Ｓ．Ｆ．キイストラー（Kistler）及びＰ．
Ｍ．シュヴァイザー（Schweizer）編、チャップマン＆ホール（Chapman & Hall）、ロン
ドン、１９９７年、９９ページ）に見出すことができる。
【００４０】
　帯電防止組成物は、熱若しくは紫外線照射又は任意の他の好適な硬化技術を使用して硬
化することができる。フリーラジカル硬化技術に関する更なる詳細は、例えば、米国特許
第４，６５４，２３３号、同第４，８５５，１８４号、同第６，２２４，９４９号に見出
すことができる。好ましい１つの硬化方法は、フィルム幅出し工程での潜熱を使用した、
帯電防止性コーティングの熱活性化及び架橋である。
【００４１】
　基材は、ポリエステル類、例えば、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタ
レート、ナフタレンジカルボン酸をベースにしたコポリエステル又はポリエステルブレン
ド；ポリカーボネート；ポリスチレン；スチレン－アクリロニトリル；セルロースアセテ
ート；ポリエーテルスルホン、ポリメチルメタクリレートなどのポリ（メタ）アクリレー
ト；ポリウレタン；ポリ塩化ビニル；ポリシクロ－オレフィン；ポリイミド；ガラス；紙
；又はこれらの組み合わせ若しくはブレンドを包含する種々な材料のいずれかを含んでよ
い。特定の例としては、ポリエチレンテレフタレート、ポリメチルメタクリレート、ポリ
塩化ビニル、及びセルローストリアセテートが挙げられる。好ましい実施例としては、ポ
リエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、セルローストリアセテート、ポ
リプロピレン、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリメチルメタクリレート、ポリイミ
ド、ポリアミド、又はこれらのブレンドが挙げられる。好ましくは、基材は、帯電防止物
品の性能が時間の経過によって損なわれないように、温度及びエージングに対して十分な
耐性を示す。基材の厚みは、典型的には約２．５ｍｍ未満である。基材は更に、幅出し作
業における配向前にコーティングされる、キャストウェブ基材などの配向性フィルムであ
ってもよい。
【００４２】
　帯電防止物品が光学用途での使用に好適であるように、基材は、光透過性基材を含んで
よい。有用な光透過性基材は、視覚的に透明でありかつ光の流れを制御するように設計さ
れており、かつ約９０％超の透過率を有してもよい。基材は、極めて小さなかすみ（約５
％未満、例えば、２％未満、又は１％未満のヘイズ値を有する）を示してよい。好適な基
材を選択する際に考慮する性質としては、柔軟性、寸法安定性、自己保持性、及び耐衝撃
性などの機械的特性が挙げられる。例えば、基材は、帯電防止物品をディスプレイデバイ
スの一部として組み立てることができるように、構造的に十分に強い必要がある場合があ
る。
【００４３】
　基材は、グラフィックアート及び光学用途などの多種多様な用途で使用される光学フィ
ルムを含んでよい。有用な光学フィルムは、反射性フィルム、偏光フィルム、反射偏光フ
ィルム、拡散混合反射偏光フィルム、拡散フィルム、輝度上昇フィルム、ターンフィルム
、ミラーフィルム、又はそれらの組み合わせとして記載されてよい。光学フィルムは、１
０個以下の層、数百の、あるいは数千の層を有する多層光学フィルムを含んでよく、かか
る層は、全てが複屈折である光学層、幾つかは複屈折である光学層、又は全てが等方性の
光学層である、幾つかの組み合わせで構成されている。一実施形態では、基材は、第１及
び第２光学層の交互層を有する多層光学フィルムであってよく、ここで、第１及び第２光
学層の屈折率は、少なくとも１つの軸線に沿って少なくとも０．０４は異なる。屈折率の
不一致を有する多層光学フィルムは、以下で引用される参考文献にて記載されている。別
の実施形態では、基材が、上記の光学フィルムのうち任意の１つ以上の層を含み、帯電防
止層がそれらのうち任意の１つの中に埋め込まれて、物品そのものを反射性フィルム、偏
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光フィルム、反射偏光フィルム、拡散混合反射偏光フィルム、拡散フィルム、輝度上昇フ
ィルム、ターンフィルム、ミラーフィルム、又はこれらの組み合わせとするようにしてよ
い。
【００４４】
　有用な基材としては、ビキュイティ（Vikuiti）（商標）デュアル輝度上昇フィルム（D
ual Brightness Enhanced Film）（ＤＢＥＦ）、ビキュイティ（Vikuiti）（商標）輝度
上昇フィルム（Brightness Enhanced Film）（ＢＥＦ）、ビキュイティ（Vikuiti）（商
標）拡散反射偏光フィルム（Diffuse Reflective Polarizer Film）（ＤＲＰＦ）、ビキ
ュイティ（Vikuiti）（商標）増強正反射体（Enhanced Specular Reflector）（ＥＳＲ）
、及びビキュイティ（Vikuiti）（商標）高度偏光フィルム（Advanced Polarizing Film
）（ＡＰＦ）として販売されている市販の光学フィルムが挙げられ、いずれも３Ｍ社（3M
 Company）から入手可能である。有用な光学フィルムについては、米国特許第５，８２５
，５４３号；同第５，８２８，４８８号（オーデルカート（Ouderkirk）ら）；同第５，
８６７，３１６号；同第５，８８２，７７４号；同第６，１７９，９４８（Ｂ１）号（メ
リル（Merrill）ら）；同第６，３５２，７６１（Ｂ１）号；同第６，３６８，６９９（
Ｂ１）号；同第６，９２７，９００（Ｂ２）号；同第６，８２７，８８６号（ニーヴィン
（Neavin）ら）；同第６，９７２，８１３（Ｂ１）号（豊岡（Toyooka））；同第６，９
９１，６９５号；同第２００６／００８４７８０（Ａ１）号（ヘブリンク（Hebrink）ら
）；同第２００６／０２１６５２４（Ａ１）号；同第２００６／０２２６５６１（Ａ１）
号（メリル（Merrill）ら）；同第２００７／００４７０８０（Ａ１）号（ストーヴァー
（Stover）ら）；国際公開第９５／１７３０３号；同第９５／１７６９１号；同第９５／
１７６９２号；同第９５／１７６９９号；同第９６／１９３４７号、同第９７／０１４４
０号；同第９９／３６２４８号；及び同第９９／３６２６２号にもまた記載されており、
これらは全て、本明細書に参考として組み込まれている。これらの光学フィルムは単に例
示のためのものであり、使用可能な好適な光学フィルムの完全なリストであると意図され
たものではない。これらの実施形態の幾つかでは、本発明の帯電防止プライマーコーティ
ングは、多層膜構造内の内部層であってよい。
【００４５】
　帯電防止層を好適な基材上に形成した後、次に、基材を配向させるために、コーティン
グ基材を幅出しするか又は１つ若しくは２つの方向へ延伸させることができる。フィルム
、特にポリエステルフィルムの配向プロセスは、「高分子工業科学百科辞典（Encycloped
ia of Polymer Science and Enginering）」（第１２巻、第２版、１９３～２１６ページ
）に記載されている。二軸配向ポリエステルフィルムの典型的な作製プロセスは、以下の
４つの主要工程からなる：（１）ポリエステル樹脂の溶融押出及びそれの急冷によりウェ
ブを形成すること；（２）長手方向又は機械方向へ、ウェブを延伸すること；（３）引き
続いて又は同時に、ウェブを横断方向へと延伸してフィルムを作製すること；及び（４）
フィルムをヒートセッティングすること。二軸配向が所望される場合、帯電防止組成物は
、基材が機械方向に延伸された後に、続いて横断方向が延伸される前に、基材上にコーテ
ィングしてよい。高分子フィルムの配向についての更なる議論は、国際公開第２００６／
１３０１４２号及び光学フィルムについての前述の参考文献に見出すことができる。
【００４６】
　上記物品は、ディスプレイデバイスなどの光学用途に用いるのに好適な種々のその他の
物品を製造するために使用することができる。一実施形態では、帯電防止層は、偏光フィ
ルムである基材上に配置された。別の実施形態では、光学用途に用いるのに好適な物品は
、以下のものを含む：Ａ）偏光フィルム；Ｂ）偏光フィルム上に配置された帯電防止層で
あって、この帯電防止層が以下のものを含むもの：ａ）カチオン性コポリマーであって、
本質的に以下のものからなるもの：ｉ）約２０質量％以上約７０質量％未満のカチオン性
モノマーであって次式を有するもの：
　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＺ（ＣＨ２）ｎＮ（Ｒ２）３Ｘ
　（式中、ＺはＯ、Ｓ、又はＮＨであり；Ｒ１はＨ又はＣＨ３であり；Ｒ２は独立して、
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１～４個の炭素原子を有するアルキル基を含み；Ｘは、ハロゲン、ニトレート、アルキル
サルフェート、アルカンスルホネート、及びハロアルカンスルホネートからなる群から選
択されるアニオンであり；かつｎ＝２～６である）；及びｉｉ）１～１２個の炭素原子か
らなる炭化水素基を有する脂肪族アルキル（メタ）アクリレートモノマーを含む約１０質
量％～約７５質量％の疎水性モノマー；及びｉｉｉ）（メタ）アクリル酸又は次式を有す
るモノマーを含む、約２質量％～約２５質量％の架橋性モノマー：
　ＣＨ２＝ＣＲ３Ｙ
　（式中、Ｒ３はＨ又はＣＨ３であり；かつＹは、ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＯＨ、
及びＣＯＮＨ２からなる群から選択され、ここでＭはＨ又は対イオンであり、かつＬは、
アルキレン基、アリーレン基、ヘテロアルキレン基、エーテル基、カルボニル基、エステ
ル基、アミド基、若しくはスルホンアミド基、又はこれらの組み合わせを含む二価結合基
である）；ｂ）非カチオン性（メタ）アクリルポリマー；及びｃ）メラミン－ホルムアル
デヒド、尿素－ホルムアルデヒド、グリコールウリル－ホルムアルデヒド、アジリジン、
カルボジイミド、イソシアネート、及びエポキシ架橋剤からなる群から選択される架橋剤
；Ｃ）光学フィルム；及びＤ）光学フィルムを帯電防止層へ接着させる接着剤層。即ち、
本実施形態では、物品は、偏光フィルム上に配置された帯電防止層を備えた４つの層、偏
光フィルムの反対にある帯電防止層上に配置された接着剤層、及び帯電防止層の反対にあ
る接着剤層上に配置された光学フィルムを含む。
【００４７】
　別の実施形態では、光学用途に用いるのに好適な物品は、以下のものを含む：Ａ）偏光
フィルム；Ｂ）偏光フィルム上に配置された帯電防止層であって、この帯電防止層が以下
のものを含むもの；ａ）カチオン性コポリマーであって、本質的に以下のものからなるも
の：ｉ）約２０質量％以上約７０質量％未満のカチオン性モノマーであって次式を有する
もの：
　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＺ（ＣＨ２）ｎＮ（Ｒ２）３Ｘ
　（式中、ＺはＯ、Ｓ、又はＮＨであり；Ｒ１はＨ又はＣＨ３であり；Ｒ２は独立して、
１～４個の炭素原子を有するアルキル基を含み；Ｘは、ハロゲン、ニトレート、アルキル
サルフェート、アルカンスルホネート、及びハロアルカンスルホネートからなる群から選
択されるアニオンであり；かつｎ＝２～６である）及びｉｉ）１～１２個の炭素原子から
なる炭化水素基を有する脂肪族アルキル（メタ）アクリレートモノマーを含む約１０質量
％～約７５質量％の疎水性モノマー；及びｉｉｉ）（メタ）アクリル酸又は次式を有する
モノマーを含む、約２質量％～約２５質量％の架橋性モノマー：
　ＣＨ２＝ＣＲ３Ｙ
　（式中、Ｒ３はＨ又はＣＨ３であり；かつＹは、ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＯＨ、
及びＣＯＮＨ２からなる群から選択され、ここでＭはＨ又は対イオンであり、かつＬは、
アルキレン基、アリーレン基、ヘテロアルキレン基、エーテル基、カルボニル基、エステ
ル基、アミド基、若しくはスルホンアミド基、又はこれらの組み合わせを含む二価結合基
である）；ｂ）非カチオン性（メタ）アクリルポリマー；及びｃ）メラミン－ホルムアル
デヒド、尿素－ホルムアルデヒド、グリコールウリル－ホルムアルデヒド、アジリジン、
カルボジイミド、イソシアネート、及びエポキシ架橋剤からなる群から選択される架橋剤
；Ｃ）光学フィルム；及びＤ）光学フィルムを偏光フィルムへ接着させる接着剤層。即ち
、本実施形態では、かかる物品は、偏光フィルム上に配置された帯電防止層を備えた４つ
の層、帯電防止層の反対にある偏光フィルム上に配置された接着剤層、及び偏光フィルム
の反対にある接着剤層上に配置された光学フィルムを含む。
【００４８】
　更に別の実施形態では、光学用途に用いるのに好適な物品は、以下のものを含む：Ａ）
偏光フィルム；Ｂ）基材上に配置された帯電防止層であって、この帯電防止層が以下のも
のを含むもの：ａ）カチオン性コポリマーであって、本質的に以下のものからなるもの：
ｉ）約２０質量％以上約５０質量％未満のカチオン性モノマーであって次式を有するもの
：
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　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＺ（ＣＨ２）ｎＮ（Ｒ２）３Ｘ
　（式中、ＺはＯ、Ｓ、又はＮＨであり；Ｒ１はＨ又はＣＨ３であり；Ｒ２は独立して、
１～４個の炭素原子を有するアルキル基を含み；Ｘは、ハロゲン、ニトレート、アルキル
サルフェート、アルカンスルホネート、及びハロアルカンスルホネートからなる群から選
択されるアニオンであり；かつｎ＝２～６である。）；及びｉｉ）１～１２個の炭素原子
からなる炭化水素基を有する脂肪族アルキル（メタ）アクリレートモノマーを含む約１０
質量％～約７５質量％の疎水性モノマー；ｉｉｉ）Ｎ－ビニルピロリジノン、Ｎ，Ｎ－ジ
メチルアミノエチル（メタ）アクリレート、又はこれらの組み合わせを含む約０．５質量
％～約５５質量％の窒素含有モノマー；（ただし、カチオン性モノマー及び窒素含有モノ
マーの量は、約７０質量％未満である）；及びｉｖ）（メタ）アクリル酸又は次式を有す
るモノマーを含む、約２質量％～約２５質量％の架橋性モノマー；
　ＣＨ２＝ＣＲ３Ｙ
　（式中、Ｒ３はＨ又はＣＨ３であり；かつＹは、ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＯＨ、
及びＣＯＮＨ２からなる群から選択され、ここでＭはＨ又は対イオンであり、かつＬは、
アルキレン基、アリーレン基、ヘテロアルキレン基、エーテル基、カルボニル基、エステ
ル基、アミド基、若しくはスルホンアミド基、又はこれらの組み合わせを含む二価結合基
である）；ｂ）非カチオン性（メタ）アクリルポリマー；ｃ）メラミン－ホルムアルデヒ
ド、尿素－ホルムアルデヒド、グリコールウリル－ホルムアルデヒド、アジリジン、カル
ボジイミド、イソシアネート、及びエポキシ架橋剤からなる群から選択される架橋剤；Ｃ
）光学フィルム；及びＤ）光学フィルムを帯電防止層へ接着させる接着剤層。即ち、本実
施形態では、かかる物品は、偏光フィルム上に配置された帯電防止層を備えた４つの層、
偏光フィルムの反対にある帯電防止層上に配置された接着剤層、及び帯電防止層の反対に
ある接着剤層上に配置された光学フィルムを含む。
【００４９】
　更に別の実施形態では、光学用途に用いるのに好適な物品は、以下のものを含む：Ａ）
偏光フィルム；Ｂ）基材上に配置された帯電防止層であって、この帯電防止層が以下のも
のを含むもの：ａ）カチオン性コポリマーであって、本質的に以下のものからなるもの：
ｉ）約２０質量％以上約５０質量％未満のカチオン性モノマーであって次式を有するもの
：
　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＺ（ＣＨ２）ｎＮ（Ｒ２）３Ｘ
　（式中、ＺはＯ、Ｓ、又はＮＨであり；Ｒ１はＨ又はＣＨ３であり；Ｒ２は独立して、
１～４個の炭素原子を有するアルキル基を含み；Ｘは、ハロゲン、ニトレート、アルキル
サルフェート、アルカンスルホネート、及びハロアルカンスルホネートからなる群から選
択されるアニオンであり；かつｎ＝２～６である）；及びｉｉ）１～１２個の炭素原子か
らなる炭化水素基を有する脂肪族アルキル（メタ）アクリレートモノマーを含む約１０質
量％～約７５質量％の疎水性モノマー；ｉｉｉ）Ｎ－ビニルピロリジノン、Ｎ，Ｎ－ジメ
チルアミノエチル（メタ）アクリレート、又はこれらの組み合わせを含む約０．５質量％
～約５５質量％の窒素含有モノマー；（ただし、カチオン性モノマー及び窒素含有モノマ
ーの量は、約７０質量％未満である）；及びｉｖ）（メタ）アクリル酸又は次式を有する
モノマーを含む、約２質量％～約２５質量％の架橋性モノマー；
　ＣＨ２＝ＣＲ３Ｙ
　（式中、Ｒ３はＨ又はＣＨ３であり；かつＹは、ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＯＨ、
及びＣＯＮＨ２からなる群から選択され、ここでＭはＨ又は対イオンであり、かつＬは、
アルキレン基、アリーレン基、ヘテロアルキレン基、エーテル基、カルボニル基、エステ
ル基、アミド基、若しくはスルホンアミド基、又はこれらの組み合わせを含む二価結合基
である）；ｂ）非カチオン性（メタ）アクリルポリマー；ｃ）メラミン－ホルムアルデヒ
ド、尿素－ホルムアルデヒド、グリコールウリル－ホルムアルデヒド、アジリジン、カル
ボジイミド、イソシアネート、及びエポキシ架橋剤からなる群から選択される架橋剤；Ｃ
）光学フィルム；及びＤ）光学フィルムを偏光フィルムへ接着させる接着剤層。即ち、本
実施形態では、かかる物品は、偏光フィルム上に配置された帯電防止層を備えた４つの層
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、帯電防止層の反対にある偏光フィルム上に配置された接着剤層、及び偏光フィルムの反
対にある接着剤層上に配置された光学フィルムを含む。
【００５０】
　任意のタイプの偏光フィルムは、光のいくらかの偏光がフィルムを通過する光について
観察される限り、光学用途に用いるのに好適な物品を製造するために使用することができ
る。実施例としては、反射偏光フィルム又は拡散混合反射偏光フィルムなどの単一層及び
多層光学フィルム、並びに上述した３Ｍ社からのヴィキュイティ（Vikuiti）（商標）フ
ィルムのいずれかが挙げられる。
【００５１】
　光学フィルムは、光透過性ポリマーフィルムを含むことができ、実施例としては、ポリ
エチレンテレフタレート又はポリエチレンナフタレートなどのポリエステル類；セルロー
スアセテートブチレート、セルロースアセテートプロピオネート、又はセルローストリア
セテートを含むセルロースアセテート類；ポリカーボネート；ポリメタクリレートなどの
ポリアクリレート類；ポリエチレン、ポリプロピレン、及び環状オレフィン類などのポリ
オレフィン類；ポリ塩化ビニル；ポリエーテルスルホン、ポリウレタン；シンジオタクチ
ックポリスチレン；ポリイミド類、ポリアミド類、又はこれらのコポリマー類及びブレン
ド類が挙げられる。実施例としては、上述した３Ｍ社からのヴィキュイティ（Vikuiti）
（商標）フィルムのいずれかと同様に、更に単一層及び多層フィルムも挙げられる。光学
フィルムは、基材のための上記のもののいずれかを含んでよく、例えば、光学フィルムは
、プリズムフィルム、拡散フィルム、光導波路、又はこれらの組み合わせを含んでよい。
【００５２】
　接着剤層は、偏光フィルムと光学フィルムとを結合する。接着剤層を形成するために使
用される好ましい接着剤としては、エージング期間の初期あるいはその後のいずれかにお
ける最終物品の光学性能に対してほとんど影響を与えないか又は全く影響を与えない光学
等級接着剤が挙げられる。例えば、接着剤が十分安定しており、時間の経過と共に又は過
酷な運転条件への暴露によって黄変しないことが望ましい場合がある。接着剤は、特定用
途に応じて、偏光フィルムと光学フィルムとの間の結合強度又は結合強度範囲が最小にな
るように選択される。結合強度評価のための１つの好適な方法は、ＡＳＴＭ　Ｄ　３３５
９に記載されており、かつ３Ｍ（商標）６１０セロハン（登録商標）テープ（３Ｍより）
を用いるクロスハッチテープ引っ張り試験を使用した。一般的に、接着性向上が所望され
、かつ層剥離は所望されない。
【００５３】
　一実施形態では、接着剤層は、参考として本明細書に組み込まれている米国特許第２０
０６／００２９７８４（Ａ１）号（ドーン（Doan）ら）にて記載されているように、少な
くとも１種の窒素含有ポリマー及び少なくとも１種の重合性エチレン系不飽和希釈剤を含
む紫外線硬化性接着剤からなる。他の代表的な接着剤は、米国特許第２００３／００１２
９３６（Ａ１）号に記載されている。３Ｍ社から８１４１、８１４２、及び８１６１の商
標名にて入手可能な接着剤、及び東亞合成からＵＶＸ－２８８４及びＵＶＸ－１９６２の
商標名にて入手可能な接着剤などの市販の接着剤を使用してもよい。接着剤層は更に、ク
レイトン・ポリマーズ（Kraton Polymers）から入手可能なクレイトン（KRATON）コポリ
マー（例えば、クレイトン（KRATON）Ｇ－１６５７）などの水素添加ブロックコポリマー
を含んでよい。他の代表的な接着剤としては、アクリル系、ウレタン系、シリコーン系、
及びエポキシ系接着剤が挙げられる。トランスファーコーティング、ナイフコーティング
、スピンコーティング、ダイコーティングなどの様々な既知のコーティング技術を使用し
て接着剤を塗布することができる。
【００５４】
　光学用途に用いるのに好適なその他の物品としては、輝度上昇フィルムが挙げられる。
一実施形態では、微細構造化層は、基材の反対にある帯電防止層上に配置されるが、ここ
で微細構造化層は、複数の微細構造を有する構造化表面を含み、かつ構造化表面は、物品
の外側表面を含む。輝度上昇フィルムが光の方向を変えることができるように、微細構造



(16) JP 5426546 B2 2014.2.26

10

20

30

40

50

化層は、その外側表面上に複数の微細構造を含んでよい。輝度上昇フィルムの例としては
、３Ｍ社から入手可能なプリズムフィルムのヴィキュイティ（Vikuiti）（商標）ＢＥＦ
ファミリーが挙げられる。
【００５５】
　複数の微細構造は、プリズムアレイを含んでよく、一連の形状には、リッジ、ポスト、
ピラミッド、半球、及び錐体が含まれ、かつ／又はそれらは平坦な、尖った、切頭の、若
しくは丸められた部分を有する突出部若しくは凹部であってよく、それらのうち任意のも
のが、表面の平面に対して傾斜した又は垂直の辺を有してよい。任意のレンズ状微細構造
が有用であり得るが、例えば、微細構造化表面は、コーナーキューブ要素を含んでよく、
各々が、典型的には、単一基準点又は頂点で交差する３つの相互にほぼ垂直である光学面
を有する。微細構造化表面は、規則正しい繰り返しパターンを有してもよく、ランダムで
あってもよく、又はそれらの組合せであってもよい。一般的に、各微細構造は、２ｍｍ未
満の、少なくとも２つの水平方向寸法（即ち、フィルム平面内寸法）を有する。微細構造
化層の厚みは、約１０μｍ～約２００μｍであり得る。
【００５６】
　微細構造化層は、重合性組成物、ネガ型微細構造成形面を有するマスター、及び帯電防
止物品を使用して作製してもよい。重合性組成物は、マスターと帯電防止物品の帯電防止
層との間に堆積することができ、かつ組成物のビーズを動かして組成物をマスターの微細
構造に充填するようにすることができる。重合性組成物を重合して、層を形成し、次にマ
スターから分離する。マスターは、ニッケル、ニッケルメッキされた銅又は黄銅などの金
属であることができ、あるいは、重合条件下にて安定している熱可塑性材料であることが
でき、かつ、好ましくは重合層をマスターからきれいに除去することを可能にする表面エ
ネルギーを有する熱可塑性材料であることができる。マスターについては、米国特許第４
，５４２，４４９号、同第５，７７１，３２８号、及び同第６，３５４，７０９号にて更
に記載されている。あるいは、予め形成された微細構造化層は、作製されかつ帯電防止物
品へと積層されて、帯電防止層が微細構造化層と基材との間に配置されるようにしてよい
。
【００５７】
　物品は、グラフィックアート用途、例えば、バックライト付きサイン、掲示板などで使
用されてもよい。物品は更に、控えめに言っても、１つ以上の光源及びディスプレイパネ
ルを含むディスプレイデバイスにおいて使用してもよい。ディスプレイパネルは、イメー
ジ、グラフィックス、テキストなどを生成可能な任意のタイプのものであってよく、かつ
単色若しくは多色、又は透過性若しくは反射性のものであってよい。例として、液晶ディ
スプレイパネル、プラズマディスプレイパネル、又はタッチスクリーンが挙げられる。光
源としては、蛍光ランプ、リン光ライト、発光ダイオード、又はこれらの組み合わせを含
んでよい。ディスプレイデバイスの例として、テレビ、モニタ、ラップトップコンピュー
タ、及び携帯電話、ＰＤＡ、計算機などの手持ち式デバイスが挙げられる。
【００５８】
　本発明は、下記の実施例を鑑みれば、更に完全に理解することができる。
【実施例】
【００５９】
　材料
　全ての化学物質は、供給業者から入手し、かつ別途記載のない限り、受け入れたままの
状態で使用した。２－アクリロイルオキシエチルトリメチルアンモニウムクロライドは、
チバ・スペシャルティ・ケミカルズ（Ciba Specialty Chemicals）から、８０質量％水溶
液として入手した。全てのその他アクリルモノマー及び硝酸リチウムは、アルドリッチ・
ケミカル社（Aldrich Chemical Co.）から入手した。トマドール（TOMADOL）２５－９は
、トマ・リザーヴ社（Tomah Reserve, Inc.）から入手した。サイキャット（CYCAT）４０
４０及び４０４５、サイメル（CYMEL）３２７及び３７３、並びにサイアスタット（CYAST
AT）６０９は、サイテック・インダストリーズ社（Cytec Industries Inc.）から入手し
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た。片側をプライム化した厚さ１２７マイクロメートル（５ミル）のＰＥＴフィルムは、
デュポン社からメリニックス（MELINIX）６１８として入手した。トリエチルアンモニウ
ムｐ－トルエンスルホネートは、ｐ－トルエンスルホン酸水溶液をトリエチルアミン（両
方共に、アルドリッチ・ケミカル社（Aldrich Chemical Co.）より入手）と中和すること
により調製した。リチウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミドは、３Ｍ・フル
オラッド（FLUORAD）リチウムＨＱ－１１５として３Ｍ社から得た。リチウムメタンスル
ホネート、リチウムｐ－トルエンスルホネート、及びリチウムポリ（スチレンスルホネー
ト）は、アルドリッチ・ケミカル社（Aldrich Chemical Co.）から入手した対応するスル
ホン酸を水酸化リチウムと水溶液中で中和することにより調製した。
【００６０】
　結合剤１は、ローム・アンド・ハース社（Rohm and Haas Co.）から入手したロープレ
ックス（RHOPLEX）３２０８又は３２０８ＥＲ水性アクリル系分散体を含んでいた。これ
らの分散体は、約３４～３５質量％のアクリル系結合剤、及び約８～９質量％のホルムア
ルデヒド－メラミン架橋剤を含んでいた。下表中に記載された層組成物についていえば、
結合剤１の量は、アクリル系結合剤のみのものであり、ホルムアルデヒド－メラミン架橋
剤が架橋剤の量の中に含まれる。結合剤２は、イソボルニルアクリレート／メチルメタク
リレート／エチルアクリレート共重合をベースにし、かつ国際公開第９６／１６１２０号
（ラオ（Rao）ら）の実施例１に記載されている方法を使用して調製した、コア／シェル
ラテックスであった。
【００６１】
　表１及び表２に示すカチオン性ポリマーは、以下の基本手順に従って調製した。きれい
な反応槽中に、所望のモノマー混合物を１００部、デュポン社からのバゾ（VAZO）－６７
反応開始剤（モノマー濃度を基準にして０．５部）、及びイソプロピルアルコール（２０
０部）を入れた。溶液は、窒素で２分間パージした。槽を封止し、粘稠なポリマー溶液が
形成される間、一定温度の回転装置内で１８時間６５℃に維持した。ポリマー容器を槽か
ら取り出し、室温まで冷却した。反応の完了を確認するために（for the completion of 
the reaction）、固形分の百分率分析を実施し、ポリマーへの定量的転化率を明らかにし
た。数多くのコポリマー類について、回転蒸発によって溶媒を除去し、かつ脱イオン水を
添加して、固形分含有量を約３３質量％に調整した。
【００６２】
　次の略語を使用する。
【００６３】
【表１】
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【表２】

【００６５】
　１．ＨＥＭＡに代えてＨＥＡ
　２．ＨＥＭＡに代えてＡＡ
　３．ＡＥＴＭＡＣに代えてＡＥＢＤＭＡＢ
　４．ＡＥＴＭＡＣに代えてＡＥＨＤＭＡＢ
【００６６】
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【００６７】
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【表３－２】

【００６８】
　１．ＨＥＭＡに代えてＨＥＡ
　２．ＮＶＰに代えてＤＭＡＥＡ
　コーティング方法Ａ
　後述の配合物は、＃６ワイヤー巻きロッドを使用し、４１．３ｃｍ／秒（８１．３フィ
ート／分）にて、押し出したばかりのＰＥＴフィルム上に、長手方向に配向させた後で（
after length orienting）コーティングした。キャスティングホイール上にポリエチレン
テレフタレート樹脂（インヴィスタ（Invista）社）を押し出し、次に、延伸比３．３４
：１で、長手方向に配向させた（length oriented）。コーティング後に、５４℃に設定
した乾燥オーブンにフィルムを入れた。乾燥オーブン内の滞留時間は、２２秒であった。
フィルムは、乾燥オーブンから幅出し機（３つのゾーン、予備加熱、引き伸ばし、及びヒ
ートセットに分かれている）へと移した。温度及び滞在時間はそれぞれ、３つのゾーンに
ついて次の通りであった：予備加熱９３℃、１２秒；引き伸ばし１０４℃、１８秒；ヒー
トセット２３２℃、１５秒。引き伸ばしゾーンでの横延伸比（Tranverse draw ratio）は
、４．３７：１であり、厚さ５１μｍ（２ミル）の最終ＰＥＴフィルムを得た。
【００６９】
　コーティング方法Ｂ
　後述の配合物は、＃６ワイヤー巻きロッドを使用し、６０ｃｍ／秒（１１８フィート／
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分）にて、押し出したばかりのＰＥＴフィルム上にコーティングした。キャスティングホ
イール上にポリエチレンテレフタレート樹脂（インヴィスタ（Invista）社）を押し出し
、次に、延伸比３．３３：１にて、長手方向に配向させた（length oriented）。コーテ
ィング後に、フィルムは、幅出し機（３つのゾーン、予備加熱、引き伸ばし、及びヒート
セットに分かれている）へと直接移した。温度及び滞在時間はそれぞれ、３つのゾーンに
ついて次の通りであった：予備加熱９６℃、８秒；引き伸ばし９６℃、１３秒；ヒートセ
ット２３２℃、１１秒。引き伸ばしゾーンでの横延伸比（Tranverse draw ratio）は、３
．６２：１であり、厚さ５１μｍ（２ミル）の最終ＰＥＴフィルムを得た。
【００７０】
　コーティング方法Ｃ
　後述の配合物は、＃６ワイヤー巻きロッドを使用し、２０ｃｍ／秒（３８．８フィート
／分）にて、押し出したばかりの多層光学フィルムを含む基材上にコーティングした。多
層光学フィルムは、米国特許第６，１７９，９４８（Ｂ１）号（メリル（Merrill）ら）
；同第６，８２７，８８６号（ニーヴィン（Neavin）ら）；同第２００６／００８４７８
０（Ａ１）号（ヘブリンク（Hebrink）ら）；同第２００６／０２２６５６１（Ａ１）号
（メリル（Merrill）ら）；及び同第２００７／００４７０８０（Ａ１）号（ストーヴァ
ー（Stover）ら）に記載されている方法に従って作製した。多層光学フィルムは、ＳＡ１
１５ポリカーボネート樹脂及びＰＥＴｇ６７６３樹脂（共に、イーストマン・ケミカル社
から入手可能）の８５：１５（質量／質量）ブレンドからなるスキン層を含んでいた。光
学積層体は、ＰＥＮ：ＰＥＴ樹脂とＰＥＴｇ６７６３樹脂及びＰＥＮ：ＰＥＴ樹脂の７０
：３０（質量／質量）ブレンドから調製される等方性層との９０：１０（質量／質量）ブ
レンドから作製される複屈折交互層を含有していた。コーティング直後に、フィルムは、
幅出し機（３つのゾーン、予備加熱、引き伸ばし、及びヒートセットに分かれている）を
通過させた。温度及び滞在時間はそれぞれ、３つのゾーンについて次の通りであった：予
備加熱１３９℃、２５秒；引き伸ばし１３９℃、４９秒；ヒートセット１７０℃、２１秒
。引き伸ばしゾーンでの横延伸比（Tranverse draw ratio）は、７．２４：１であり、厚
さ４３μｍ（１．７ミル）の最終基材を得た。
【００７１】
　放射線硬化層の形成
　方法Ａ、Ｂ及びＣにて記載の通りヒートセットした後、米国特許第２００６／０００４
１６６（Ａ１）号（オルセン（Olsen）ら）にて記載されているように放射線硬化性組成
物でサンプルをオーバーコーティングしたが、これは、２－プロペン酸；（１－メチルエ
チリデン）ビス［（２，６－ジブロモー４，１－フェニレン）オキシ（２－ヒドロキシー
３，１－プロパンジイル）］エステル；ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート
；及びフェノキシエチル（メタ）アクリレートの主要部を含む第１モノマーを含有する。
樹脂は更に、光開始剤として０．３５質量％のダロキュア（DAROCUR）１１７３及び０．
１質量％のＴＰＯを含有していた。次に、以下の手順を使用して、本組成物をコーティン
グしかつ硬化した。
【００７２】
　１）６０℃にて１時間、液化するまで樹脂を加熱する。
【００７３】
　２）１００℃のホットプレート上にて、無地の平面ステンレス鋼工具を加熱する。幾つ
かの実施例（上記の如く）では、米国特許第５，７７１，３２８号に記載されているよう
にして作製された微細構造工具を無地の工具の代わりに使用した。
【００７４】
　３）ＰＬ１２００貼合せ機（プロフェッショナル・ラミネーティング・システムズ社（
Professional Laminating Systems, Inc.））を約７０℃まで加熱し、かつ速度を５．１
ｍｍ／秒（１２インチ／分）（設定＃２）に設定する。
【００７５】
　４）放射線硬化性樹脂のビーズラインを工具に適用する。
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【００７６】
　５）ハンドローラーを使用して、工具に対してＰＥＴフィルムのコーティング面を静か
に置き、ロールして所定の位置に貼り付ける。
【００７７】
　６）プライム化されていない大きなＰＥＴフィルム２枚の間に、工具及びフィルムサン
プルを挟み込み、貼合せ機のロールを保護する。
【００７８】
　７）サンプルを貼合せ機に通す。これにより、２５μｍ（１ミル）の総樹脂フィルム厚
が得られる。
【００７９】
　８）サンプルは、ＵＶ処理装置（Ｄバルブを装着し、１００％の出力及び１０ｃｍ／秒
（２０フィート／分）のラインスピードにて窒素パージ下で稼動する、ＵＶフュージョン
・ライトハンマー（UV Fusion Lighthammer））に２回通す。
【００８０】
　９）工具から、フィルムサンプルをゆっくりと取り外す。
【００８１】
　試験方法
　２つの異なるデバイスを使用して、表面抵抗率を測定した。デバイスの１つは、ＰＲＦ
－９１１コンセントリック・リング固定治具が取り付けられた、プロスタット（Prostat
）（登録商標）社からのプロスタット（Prostat）（登録商標）ＰＲＳ－８０１抵抗シス
テムセットであった。オームで表した表面抵抗率は、機器に同梱されている説明書に従っ
て測定値に１０を乗じることによってオーム／スクエアに変換した。デバイスのもう１つ
は、エレクトロ－テック・システムズ社（Electro-Tech Systems, Inc.）からの型式８８
０・自動レンジ調節抵抗表示機（値をディケードで出力する）であった。全ての場合につ
いて、表面抵抗率測定は、放射線硬化性樹脂の適用及び硬化前に、サンプル上で実施した
。特に明記しない限り、実験室での周囲湿度である３０～４０％の相対湿度（ＲＨ）にて
、表面抵抗率を測定した。
【００８２】
　静電気減衰時間は、エレクトロ－テック・システムズ社（Electro-Tech Systems, Inc.
）からの型式４０６Ｃ電荷減衰測定装置（Static Decay Meter）を使用して測定した。本
機器は、サンプルを５ｋＶまで帯電させ、静電荷がその初期値の１０％まで減衰するのに
必要な時間を測定する。幾つかの絶縁サンプルは、５ｋＶまで完全には帯電しないが、こ
のことは、データ表中では「ＷＮＣ」の表記で表されている。静電荷減衰測定は、放射線
硬化性樹脂の適用及び硬化後に、サンプル上で実施した。特に明記しない限り、実験室で
の周囲湿度である３０～４０％の相対湿度（ＲＨ）にて、静電荷減衰測定値を測定した。
【００８３】
　かすみ測定は、ＢＹＫ－ガードナー（BYK-Gardner）（米国）からのヘイズガード（Haz
egard）（登録商標）プラス・ヘイズメーター（Plus Hazemeter）を使用して実施した。
放射線硬化性樹脂の適用及び硬化に先立って、かすみを測定した。
【００８４】
　接着性は、ＡＳＴＭ　Ｄ３３５９、３Ｍ（商標）６１０セロハン（登録商標）テープ（
３Ｍより）を使用したクロスハッチテープ引っ張り試験に従って測定した。評価は、０～
５の尺度で行なったが、５は完璧な接着性を意味し、０は完全な剥離を意味する。場合に
より、サンプルは、金属工具の取り外しを意図的に行なった際に剥離を起こし、コーティ
ングしたフィルムの代わりに、工具上に残存する硬化樹脂層を生じた。この挙動を示すサ
ンプルは、０＊として評価した。
【００８５】
　実施例１～４及び比較実施例１～３（Ｃ１～Ｃ３）
　＃３ワイヤー巻きロッドを使用して、プライム化されていない１２７マイクロメートル
（５ミル）ＰＥＴフィルム上に、４質量％のカチオン性ポリマーを脱イオン水中に含有す



(23) JP 5426546 B2 2014.2.26

10

20

30

40

50

るコーティング配合物をコーティングした。次に、コーティングフィルムを強制空気オー
ブン内にて１００℃で３分間乾燥させた。得られたコーティング上にて表面抵抗率を測定
した；結果は表３に示す。
【００８６】
【表４】

【００８７】
　実施例５及び６並びに比較実施例４～６（Ｃ４～Ｃ６）
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　結合剤１（４４質量％固形原料から希釈したもの）、０．１質量％のテルギトール（Te
rgitol）ＴＭＮ－６、及び０～４質量％のＰ１を含有する一連のコーティング配合物を調
製した。コーティング配合物中にて使用されるＰ１の量は、実施例５の場合は４．０質量
％、実施例６の場合は２．０質量％、Ｃ４の場合は１．０質量％、Ｃ５の場合は０．４質
量％であった。次に、＃６ワイヤー巻きロッドを使用して、プライム化されていない１２
７マイクロメートル（５ミル）ＰＥＴフィルム上に、コーティング配合物をコーティング
した。次に、コーティングフィルムを強制空気オーブン内にて１５０℃で１５分間乾燥さ
せた。得られたコーティング上で表面抵抗率を測定した；層組成物及び結果は表４に示す
。
【００８８】
【表５】

【００８９】
　実施例７～１５並びに比較実施例７及び８（Ｃ７及びＣ８）
　カチオン性ポリマーを使用して、５．０質量％のカチオン性ポリマー、５．０質量％の
ロープレックス（RHOPLEX）３２０８固形分、２．５質量％のＣＹＭＥＬ　３２７、０．
１質量％のトマドール（TOMADOL）２５－９、及び０．０３質量％のＣＹＣＡＴ　４０４
５固形分を含有する水性コーティング配合物を調製した。実施例７、１０、及び１２のた
めの配合物は、コーティング方法Ａに従ってコーティングしかつ乾燥し、４０質量％のカ
チオン性コポリマー、３２質量％のアクリル系結合剤、及び２８質量％の架橋性樹脂を含
有するコーティングを得た。実施例８、９、１１、１３～１５、Ｃ７、及びＣ８の配合物
は、コーティング方法Ｂに従ってコーティングしかつ乾燥し、４０質量％のカチオン性コ
ポリマー、３２質量％のアクリル系結合剤、及び２８質量％の架橋性樹脂を含有するコー
ティングを得た。かすみ及び表面抵抗率を測定した後、サンプルを放射線硬化性組成物で
オーバーコーティングし、次に、米国特許第５，７７１，３２８号に記載されているよう
にして作製された微細構造工具を使用した以外は上記手順を使用して、硬化させた。次に
、電荷減衰及び樹脂接着性を測定した；その結果を表５に示す。
【００９０】
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【表６】

【００９１】
　１．測定せず
　２．ＲＨ　２０％にて測定した
　実施例１６～２９及び比較実施例９～１１（Ｃ９～Ｃ１１）
　カチオン性ポリマーＰ３、結合剤１、及び結合剤２を使用して、表６に記載されている
水性コーティング配合物を調製した。幾つかの実施例では、追加の架橋剤である、０．４
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を配合物へ添加した。各サンプルは更に、０．１質量％のテルギトール（Tergitol）ＴＭ
Ｎ－６及び０．０４質量％のトリエチルアンモニウムｐ－トルエンスルホネートを含有し
ていた。＃６ワイヤー巻きロッドを使用して、プライム化されていない１２７マイクロメ
ートル（５ミル）ＰＥＴフィルム上に、配合物をコーティングした。次に、コーティング
フィルムを強制空気オーブン内にて１５０℃で１５分間乾燥させた。表面抵抗率を測定し
た後、サンプルを放射線硬化性組成物でオーバーコーティングし、次に硬化させた。次に
、電荷減衰及び樹脂接着性を測定した；層組成物及び結果を表７に示す。
【００９２】
【表７】

【００９３】
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【表８】

【００９４】
　１．　５質量％のＬｉＮＯ３も含有していた
　２．　１０質量％のＬｉＮＯ３も含有していた
　実施例３０～４１及び比較実施例１２～１５（Ｃ１２～Ｃ１５）
　カチオン性ポリマー類Ｐ４及びＰ５、結合剤１、及び結合剤２を使用して、表８に記載
されている水性コーティング配合物を調製した。幾つかの実施例では、追加の架橋剤であ
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る、０．４質量％のＣＹＭＥＬ　３２７及び０．４質量％のＣＹＭＥＬ　３７３（計０．
８質量％）を配合物へ添加した。各サンプルは更に、０．１質量％のテルギトール（Terg
itol）ＴＭＮ－６及び０．０４質量％のトリエチルアンモニウムｐ－トルエンスルホネー
トを含有していた。＃６ワイヤー巻きロッドを使用して、プライム化されていない１２７
マイクロメートル（５ミル）ＰＥＴフィルム上に、配合物をコーティングした。次に、コ
ーティングフィルムを強制空気オーブン内にて１５０℃で１５分間乾燥させた。表面抵抗
率を測定した後、サンプルを放射線硬化性組成物でオーバーコーティングし、次に硬化さ
せた。次に、電荷減衰及び樹脂接着性を測定したが、層組成物及び結果を表９に示す。
【００９５】
【表９】

【００９６】
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【表１０】

【００９７】
　１．測定せず
　実施例４２～６６及び比較実施例１６～３２（Ｃ１６～Ｃ３２）
　カチオン性ポリマーを使用して、５．０質量％のカチオン性ポリマー、５．０質量％の
ロープレックス（RHOPLEX）３２０８固形分、２．５質量％のＣＹＭＥＬ　３２７、０．
１質量％のトマドール（TOMADOL）２５－９、及び０．０３質量％のＣＹＣＡＴ　４０４
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５固形分を含有する水性コーティング配合物を調製した。実施例４２～５３、Ｃ１６～Ｃ
２０、及びＣ２８の配合物は、コーティング方法Ａに従ってコーティングしかつ乾燥し、
４０質量％のカチオン性コポリマー、３２質量％のアクリル系結合剤、及び２８質量％の
架橋性樹脂を含有するコーティングを得た。実施例５４～６６、Ｃ２１～Ｃ２７、及びＣ
２９～Ｃ３２の配合物は、コーティング方法Ｂに従ってコーティングしかつ乾燥し、４０
質量％のカチオン性コポリマー、３２質量％のアクリル系結合剤、及び２８質量％の架橋
性樹脂を含有するコーティングを得た。かすみ及び表面抵抗率を測定した後、サンプルを
放射線硬化性組成物でオーバーコーティングしたが、次にこれを、米国特許第５，７７１
，３２８号に記載されているようにして作製された微細構造工具を使用した以外は上記手
順を使用して、硬化させた。電荷減衰及び樹脂接着性を測定した；その結果を表１０に示
す。
【００９８】
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【００９９】
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【表１１－２】

【０１００】
　１．ＨＥＭＡに代えてＨＥＡ
　２．測定せず
　３．帯電せず
　４．ＲＨ　２０％にて測定した
　実施例６７～７２
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　カチオン性ポリマーを使用して、５．０質量％のカチオン性ポリマー、５．０質量％の
ロープレックス（RHOPLEX）３２０８固形分、２．５質量％のＣＹＭＥＬ　３２７、０．
１質量％のトマドール（TOMADOL）２５－９、及び０．０３質量％のＣＹＣＡＴ　４０４
５固形分を含有する水性コーティング配合物を調製した。配合物は、コーティング方法Ｃ
に従ってコーティングしかつ乾燥し、４０質量％のカチオン性コポリマー、３２質量％の
アクリル系結合剤、及び２８質量％の架橋性樹脂を含有するコーティングを得た。かすみ
を測定した後、サンプルを放射線硬化性組成物でオーバーコーティングしたが、これは、
それが１．０質量％のダロキュア（DAROCUR）１１７３及び０．５質量％のＴＰＯを含有
していたことを除けば、上記の１つと同様であった。次に、米国特許第５，７７１，３２
８号に記載されているようにして作製された微細構造工具を使用した以外は上記手順を使
用して、放射線硬化性組成物を硬化させた。電荷減衰及び樹脂接着性を測定した；その結
果を表１１に示す。
【０１０１】
【表１２】

【０１０２】
　比較実施例３３～３８（Ｃ３３～Ｃ３８）
　以下のリチウム化合物類を評価した：
　Ｌｉ１＝リチウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド
　Ｌｉ２＝リチウムポリ（スチレンスルホネート）
　Ｌｉ３＝リチウムｐ－トルエンスルホネート
　Ｌｉ４＝リチウムメタンスルホネート
　Ｌｉ５＝Ｎ，Ｎ－ビス（２－ヒドロキシエチル）－Ｎ－（３’－ドデシルオキシ－２’
－ヒドロキシプロピル）メチルアンモニウムメトサルフェート（サイアスタット（CYASTA
T）６０９）
　リチウム化合物類及び結合剤１を使用して、表１２に示す水性コーティング配合物を調
製した。＃６ワイヤー巻きロッドを使用して、プライム化されていない１２７マイクロメ
ートル（５ミル）ＰＥＴフィルム上に、配合物をコーティングした。次に、コーティング
フィルムを強制空気オーブン内にて１００℃又は１５０℃のいずれかで３分間乾燥させた
。得られたコーティング上で表面抵抗率を測定したが、結果は表１２に示す。表面抵抗率
を測定した後、Ｃ３３を放射線硬化性組成物でオーバーコーティングし、次に硬化させた
。樹脂接着性を決定した。
【０１０３】
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【表１３】

【０１０４】
　１．更に、０．１質量％のテルギトール（Tergitol）ＴＭＮ６を含有していた。１００
℃にて乾燥した
　２．測定せず
　３．更に、０．１質量％のトマドール（TOMADOL）Ｔ２５－９及び０．０６質量％のサ
イキャット（CYCAT）４０４０と含有していた。１５０℃にて乾燥した
　実施例７３～７４及び比較実施例３９（Ｃ３９）
　＃３ワイヤー巻きロッドを使用して、プライム化されていない１２７マイクロメートル
（５ミル）ＰＥＴフィルム上に、４質量％のカチオン性ポリマーを脱イオン水中に含有す
るコーティング配合物をコーティングした。次に、コーティングフィルムを強制空気オー
ブン内にて１００℃で３分間乾燥させた。得られたコーティング上で表面抵抗率を測定し
た；結果は表１３に示す。
【０１０５】
【表１４】

　本発明の実施態様の一部を以下の項目［１］－［３９］に列記する。
［１］
　Ａ）基材；並びに
　Ｂ）前記基材上に配置された帯電防止層であって、以下のものを含む前記帯電防止層；
　　ａ）本質的に以下のものからなるカチオン性コポリマー：
　　　ｉ）次式を有する約２０質量％以上７０質量％未満のカチオン性モノマー：
　　　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＺ（ＣＨ２）ｎＮ（Ｒ２）３Ｘ
　　　（式中、
　　　ＺはＯ、Ｓ、又はＮＨであり；
　　　Ｒ１はＨ又はＣＨ３であり；
　　　Ｒ２は独立して、１～４個の炭素原子を有するアルキル基を含み；
　　　Ｘは、ハロゲン、ニトレート、アルキルサルフェート、アルカンスルホネート、及
びハロアルカンスルホネートからなる群から選択されるアニオンであり；かつ
　　　ｎ＝２～６である）；及び
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　　　ｉｉ）１～１２個の炭素原子からなる炭化水素基を有する脂肪族アルキル（メタ）
アクリレートモノマーを含む約１０質量％～約７５質量％の疎水性モノマー；及び
　　　ｉｉｉ）次式を有する約２質量％～約２５質量％の架橋性モノマー：
　　　ＣＨ２＝ＣＲ３Ｙ
　　　（式中、
　　　Ｒ３は、Ｈ又はＣＨ３であり；かつ
　　　Ｙは、ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＯＨ、及びＣＯＮＨ２からなる群から選択さ
れ；ここでＭはＨ又は対イオンであり、かつＬは、アルキレン基、アリーレン基、ヘテロ
アルキレン基、エーテル基、カルボニル基、エステル基、アミド基、若しくはスルホンア
ミド基、又はこれらの組み合わせを含む二価結合基である）
　　ｂ）非カチオン性（メタ）アクリルポリマー；及び
　　ｃ）メラミン－ホルムアルデヒド、尿素－ホルムアルデヒド、グリコールウリル－ホ
ルムアルデヒド、アジリジン、カルボジイミド、イソシアネート、及びエポキシ架橋剤か
らなる群から選択される架橋剤；
　を含む、物品。
［２］
　前記カチオン性モノマーがジメチルアミノエチルアクリレートのアルキル塩を含み；
　前記疎水性モノマーが、エチル（メタ）アクリレート、メチル（メタ）アクリレート、
ブチル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ
）アクリレート、又はこれらの組み合わせを含み；かつ
　前記架橋性モノマーが、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレートを含む、項目１に記載
の物品。
［３］
　前記非カチオン性（メタ）アクリルポリマーが、アルキル（メタ）アクリレートコポリ
マー又はアクリル系コア／シェルコポリマーを含む、項目１に記載の物品。
［４］
　前記帯電防止層が、
　約２５質量％～約７０質量％のカチオン性コポリマー；
　約１０質量％～約５０質量％の非カチオン性（メタ）アクリルポリマー；及び
　約５質量％～約３５質量％の架橋剤；を含む、項目１に記載の物品。
［５］
　前記帯電防止層が、約５０ｎｍ～約４００ｎｍの厚みを有する、項目１に記載の物品。
［６］
　前記光学物品が、相対湿度４０％にて約１０秒未満の電荷減衰時間を有する、項目１に
記載の光学物品。
［７］
　前記光学物品が、相対湿度２０％にて約１０秒未満の電荷減衰時間を有する、項目１に
記載の光学物品。
［８］
　前記光学物品が、約２０％未満のヘイズ値を有する、項目１に記載の光学物品。
［９］
　前記基材が、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、セルロースト
リアセテート、ポリプロピレン、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリメチルメタクリ
レート、ポリイミド、ポリアミド、又はこれらのブレンドを含む、項目１に記載の物品。
［１０］
　前記基材が、反射性フィルム、偏光フィルム、反射偏光フィルム、拡散混合反射偏光フ
ィルム、拡散フィルム、輝度上昇フィルム、ターンフィルム（turning　film）、ミラー
フィルム、又はこれらの組み合わせを含む、項目１に記載の物品。
［１１］
　前記基材が、第１及び第２光学層の交互層を有する多層光学フィルムを含み、ここで、
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前記第１及び第２光学層の屈折率は、少なくとも１つの軸線に沿って少なくとも０．０４
異なる、項目１に記載の物品。
［１２］
　前記物品が、前記帯電防止層上に配置された微細構造化層を更に含み、該微細構造化層
は、複数の微細構造を有する構造化表面を含み、かつ該構造化表面は、前記物品の外側表
面を含む、項目１に記載の物品。
［１３］
　前記物品が、反射性フィルム、偏光フィルム、反射偏光フィルム、拡散混合反射偏光フ
ィルム、拡散フィルム、輝度上昇フィルム、ターンフィルム、ミラーフィルム、又はこれ
らの組み合わせである、項目１に記載の物品。
［１４］
　Ａ）偏光フィルム；
　Ｂ）偏光フィルム上に配置された帯電防止層であって、以下のものを含む前記帯電防止
層；
　　ａ）本質的に以下のものからなるカチオン性コポリマー：
　　　ｉ）次式を有する約２０質量％以上７０質量％未満のカチオン性モノマー：
　　　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＺ（ＣＨ２）ｎＮ（Ｒ２）３Ｘ
　　　（式中、
　　　ＺはＯ、Ｓ、又はＮＨであり；
　　　Ｒ１はＨ又はＣＨ３であり；
　　　Ｒ２は独立して、１～４個の炭素原子を有するアルキル基を含み；
　　　Ｘは、ハロゲン、ニトレート、アルキルサルフェート、アルカンスルホネート、及
びハロアルカンスルホネートからなる群から選択されるアニオンであり；かつ
　　　ｎ＝２～６である）；及び
　　　ｉｉ）１～１２個の炭素原子からなる炭化水素基を有する脂肪族アルキル（メタ）
アクリレートモノマーを含む約１０質量％～約７５質量％の疎水性モノマー；及び
　　　ｉｉｉ）（メタ）アクリル酸又は次式を有するモノマーを含む、約２質量％～約２
５質量％の架橋性モノマー：
　　　ＣＨ２＝ＣＲ３Ｙ
　　　（式中、
　　　Ｒ３は、Ｈ又はＣＨ３であり；かつ
　　　Ｙは、ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＯＨ、及びＣＯＮＨ２からなる群から選択さ
れ；ここでＭはＨ又は対イオンであり、かつＬは、アルキレン基、アリーレン基、ヘテロ
アルキレン基、エーテル基、カルボニル基、エステル基、アミド基、若しくはスルホンア
ミド基、又はこれらの組み合わせを含む二価結合基である）
　　ｂ）非カチオン性（メタ）アクリルポリマー；及び
　　ｃ）メラミン－ホルムアルデヒド、尿素－ホルムアルデヒド、グリコールウリル－ホ
ルムアルデヒド、アジリジン、カルボジイミド、イソシアネート、及びエポキシ架橋剤か
らなる群から選択される架橋剤；
　Ｃ）光学フィルム；並びに
　Ｄ）前記光学フィルムを前記帯電防止層へ接着させる接着剤層；
　を含む、物品。
［１５］
　前記光学フィルムが、プリズムフィルム、拡散フィルム、光導波路、又はこれらの組み
合わせを含む、項目１４に記載の物品。
［１６］
　Ａ）偏光フィルム；
　Ｂ）偏光フィルム上に配置された帯電防止層であって、以下のものを含む前記帯電防止
層；
　　ａ）本質的に以下のものからなるカチオン性コポリマー：
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　　　ｉ）次式を有する約２０質量％以上７０質量％未満のカチオン性モノマー：
　　　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＺ（ＣＨ２）ｎＮ（Ｒ２）３Ｘ
　　　（式中、
　　　ＺはＯ、Ｓ、又はＮＨであり；
　　　Ｒ１はＨ又はＣＨ３であり；
　　　Ｒ２は独立して、１～４個の炭素原子を有するアルキル基を含み；
　　　Ｘは、ハロゲン、ニトレート、アルキルサルフェート、アルカンスルホネート、及
びハロアルカンスルホネートからなる群から選択されるアニオンであり；かつ
　　　ｎ＝２～６である）；及び
　　　ｉｉ）１～１２個の炭素原子からなる炭化水素基を有する脂肪族アルキル（メタ）
アクリレートモノマーを含む約１０質量％～約７５質量％の疎水性モノマー；及び
　　　ｉｉｉ）（メタ）アクリル酸又は次式を有するモノマーを含む、約２質量％～約２
５質量％の架橋性モノマー：
　　　ＣＨ２＝ＣＲ３Ｙ
　　　（式中、
　　　Ｒ３は、Ｈ又はＣＨ３であり；かつ
　　　Ｙは、ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＯＨ、及びＣＯＮＨ２からなる群から選択さ
れ；ここでＭはＨ又は対イオンであり、かつＬは、アルキレン基、アリーレン基、ヘテロ
アルキレン基、エーテル基、カルボニル基、エステル基、アミド基、若しくはスルホンア
ミド基、又はこれらの組み合わせを含む二価結合基である）
　　ｂ）非カチオン性（メタ）アクリルポリマー；及び
　　ｃ）メラミン－ホルムアルデヒド、尿素－ホルムアルデヒド、グリコールウリル－ホ
ルムアルデヒド、アジリジン、カルボジイミド、イソシアネート、及びエポキシ架橋剤か
らなる群から選択される架橋剤；
　Ｃ）光学フィルム；並びに
　Ｄ）光学フィルムを偏光フィルムへ接着させる接着剤層；
　を含む、物品。
［１７］
　前記光学フィルムが、プリズムフィルム、拡散フィルム、光導波路、又はこれらの組み
合わせを含む、項目１６に記載の物品。
［１８］
　物品を作製する方法であって、
　Ａ）以下のものを含む帯電防止組成物を基材上にコーティングすることによってコーテ
ィング基材を形成すること：
　　ａ）本質的に以下のものからなるカチオン性コポリマー：
　　　ｉ）次式を有する約２０質量％以上約７０質量％未満のカチオン性モノマー：
　　　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＺ（ＣＨ２）ｎＮ（Ｒ２）３Ｘ
　　　（式中、
　　　ＺはＯ、Ｓ、又はＮＨであり；
　　　Ｒ１はＨ又はＣＨ３であり；
　　　Ｒ２は独立して、１～４個の炭素原子を有するアルキル基を含み；
　　　Ｘは、ハロゲン、ニトレート、アルキルサルフェート、アルカンスルホネート、及
びハロアルカンスルホネートからなる群から選択されるアニオンであり；かつ
　　　ｎ＝２～６である）；
　　　ｉｉ）１～１２個の炭素原子からなる炭化水素基を有する脂肪族アルキル（メタ）
アクリレートモノマーを含む約１０質量％～約７５質量％の疎水性モノマー；及び
　　　ｉｉｉ）（メタ）アクリル酸又は次式を有するモノマーを含む、約２質量％～約２
５質量％の架橋性モノマー：
　　　ＣＨ２＝ＣＲ３Ｙ
　　　（式中、
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　　　Ｒ３は、Ｈ又はＣＨ３であり；かつ
　　　Ｙは、ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＯＨ、及びＣＯＮＨ２からなる群から選択さ
れ；ここでＭはＨ又は対イオンであり、かつＬは、アルキレン基、アリーレン基、ヘテロ
アルキレン基、エーテル基、カルボニル基、エステル基、アミド基、若しくはスルホンア
ミド基、又はこれらの組み合わせを含む二価結合基である）
　　ｂ）非カチオン性（メタ）アクリルポリマー；及び
　　ｃ）メラミン－ホルムアルデヒド、尿素－ホルムアルデヒド、グリコールウリル－ホ
ルムアルデヒド、アジリジン、カルボジイミド、イソシアネート、及びエポキシ架橋剤か
らなる群から選択される架橋剤；
　Ｂ）所望により、前記コーティング基材を少なくとも１方向に延伸すること；を含む、
前記方法。
［１９］
　ディスプレイパネル、
　１つ以上の光源、及び
　項目１に記載の物品、を備えるディスプレイデバイス。
［２０］
　Ａ）基材；並びに
　Ｂ）基材上に配置された帯電防止層であって、以下のものを含む前記帯電防止層；
　　ａ）本質的に以下のものからなるカチオン性コポリマー：
　　　ｉ）次式を有する約２０質量％～約５０質量％のカチオン性モノマー：
　　　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＺ（ＣＨ２）ｎＮ（Ｒ２）３Ｘ
　　　（式中、
　　　ＺはＯ、Ｓ、又はＮＨであり；
　　　Ｒ１はＨ又はＣＨ３であり；
　　　Ｒ２は独立して、１～４個の炭素原子を有するアルキル基を含み；
　　　Ｘは、ハロゲン、ニトレート、アルキルサルフェート、アルカンスルホネート、及
びハロアルカンスルホネートからなる群から選択されるアニオンであり；かつ
　　　ｎ＝２～６である）；及び
　　　ｉｉ）１～１２個の炭素原子からなる炭化水素基を有する脂肪族アルキル（メタ）
アクリレートモノマーを含む約１０質量％～約７５質量％の疎水性モノマー；
　　　ｉｉｉ）Ｎ－ビニルピロリジノン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリ
レート、又はこれらの組み合わせを含む約０．５質量％～約５５質量％の窒素含有モノマ
ー；（ただし、カチオン性モノマー及び窒素含有モノマーの量は、約７０質量％未満であ
る）；及び
　　　ｉｖ）（メタ）アクリル酸又は次式を有するモノマーを含む、約２質量％～約２５
質量％の架橋性モノマー：
　　　ＣＨ２＝ＣＲ３Ｙ
　　　（式中、
　　　Ｒ３は、Ｈ又はＣＨ３であり；かつ
　　　Ｙは、ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＯＨ、及びＣＯＮＨ２からなる群から選択さ
れ；ここでＭはＨ又は対イオンであり、かつＬは、アルキレン基、アリーレン基、ヘテロ
アルキレン基、エーテル基、カルボニル基、エステル基、アミド基、若しくはスルホンア
ミド基、又はこれらの組み合わせを含む二価結合基である）
　　ｂ）非カチオン性（メタ）アクリルポリマー；及び
　　ｃ）メラミン－ホルムアルデヒド、尿素－ホルムアルデヒド、グリコールウリル－ホ
ルムアルデヒド、アジリジン、カルボジイミド、イソシアネート、及びエポキシ架橋剤か
らなる群から選択される架橋剤；
　を含む、物品。
［２１］
　前記カチオン性モノマーがジメチルアミノエチルアクリレートのアルキル塩を含み；
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　前記疎水性モノマーが、エチル（メタ）アクリレート、メチル（メタ）アクリレート、
ブチル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ
）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレート又はこれらの組み合わせを含み
；かつ
　前記架橋性モノマーが、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレートを含む、項目２０に記
載の物品。
［２２］
　前記非カチオン性（メタ）アクリルポリマーが、アルキル（メタ）アクリレートコポリ
マー又はアクリル系コア／シェルコポリマーを含む、項目２０に記載の物品。
［２３］
　前記帯電防止層が、
　約２５質量％～約７０質量％のカチオン性コポリマー；
　約１０質量％～約５０質量％の非カチオン性（メタ）アクリルポリマー；及び
　約５質量％～約３５質量％の架橋剤；を含む、項目２０に記載の物品。
［２４］
　前記帯電防止層が、約５０ｎｍ～約４００ｎｍの厚みを有する、項目２０に記載の物品
。
［２５］
　前記光学物品が、相対湿度４０％にて約１０秒未満の電荷減衰時間を有する、項目２０
に記載の光学物品。
［２６］
　前記光学物品が、相対湿度２０％にて約１０秒未満の電荷減衰時間を有する、項目２０
に記載の光学物品。
［２７］
　前記光学物品が、約２０％未満のヘイズ値を有する、項目２０に記載の光学物品。
［２８］
　前記基材が、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、セルロースト
リアセテート、ポリプロピレン、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリメチルメタクリ
レート、ポリイミド、ポリアミド、又はこれらのブレンドを含む、項目２０に記載の物品
。
［２９］
　前記基材が、反射性フィルム、偏光フィルム、反射偏光フィルム、拡散混合反射偏光フ
ィルム、拡散フィルム、輝度上昇フィルム、ターンフィルム、ミラーフィルム又はこれら
の組み合わせを含む、項目２０に記載の物品。
［３０］
　前記基材が、第１及び第２光学層の交互層を有する多層光学フィルムを含み、ここで、
前記第１及び第２光学層の屈折率は、少なくとも１つの軸線に沿って少なくとも０．０４
異なる、項目２０に記載の物品。
［３１］
　前記物品が、前記帯電防止層上に配置された微細構造化層を更に含み、該微細構造化層
は、複数の微細構造を有する構造化表面を含み、かつ該構造化表面は、前記物品の外側表
面を含む、項目２０に記載の物品。
［３２］
　前記物品が、反射性フィルム、偏光フィルム、反射偏光フィルム、拡散混合反射偏光フ
ィルム、拡散フィルム、輝度上昇フィルム、ターンフィルム、ミラーフィルム又はこれら
の組み合わせである、項目２０に記載の物品。
［３３］
　Ａ）偏光フィルム；
　Ｂ）基材上に配置された帯電防止層であって、以下のものを含む前記帯電防止層；
　　ａ）本質的に以下のものからなるカチオン性コポリマー：
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　　　ｉ）次式を有する約２０質量％～約５０質量％のカチオン性モノマー：
　　　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＺ（ＣＨ２）ｎＮ（Ｒ２）３Ｘ
　　　（式中、
　　　ＺはＯ、Ｓ、又はＮＨであり；
　　　Ｒ１はＨ又はＣＨ３であり；
　　　Ｒ２は独立して、１～４個の炭素原子を有するアルキル基を含み；
　　　Ｘは、ハロゲン、ニトレート、アルキルサルフェート、アルカンスルホネート、及
びハロアルカンスルホネートからなる群から選択されるアニオンであり；かつ
　　　ｎ＝２～６である）；及び
　　　ｉｉ）１～１２個の炭素原子からなる炭化水素基を有する脂肪族アルキル（メタ）
アクリレートモノマーを含む約１０質量％～約７５質量％の疎水性モノマー；
　　　ｉｉｉ）Ｎ－ビニルピロリジノン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリ
レート、又はこれらの組み合わせを含む約０．５質量％～約５５質量％の窒素含有モノマ
ー；（ただし、カチオン性モノマー及び窒素含有モノマーの量は、約７０質量％未満であ
る）；及び
　　　ｉｖ）（メタ）アクリル酸又は次式を有するモノマーを含む、約２質量％～約２５
質量％の架橋性モノマー：
　　　ＣＨ２＝ＣＲ３Ｙ
　　　（式中、
　　　Ｒ３は、Ｈ又はＣＨ３であり；かつ
　　　Ｙは、ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＯＨ、及びＣＯＮＨ２からなる群から選択さ
れ；ここでＭはＨ又は対イオンであり、かつＬは、アルキレン基、アリーレン基、ヘテロ
アルキレン基、エーテル基、カルボニル基、エステル基、アミド基、若しくはスルホンア
ミド基、又はこれらの組み合わせを含む二価結合基である）
　　ｂ）非カチオン性（メタ）アクリルポリマー；
　　ｃ）メラミン－ホルムアルデヒド、尿素－ホルムアルデヒド、グリコールウリル－ホ
ルムアルデヒド、アジリジン、カルボジイミド、イソシアネート、及びエポキシ架橋剤か
らなる群から選択される架橋剤；
　Ｃ）光学フィルム；並びに
　Ｄ）光学フィルムを帯電防止層へ接着させる接着剤層、
　を含む、物品。
［３４］
　前記光学フィルムが、プリズムフィルム、拡散フィルム、光導波路、又はこれらの組み
合わせを含む、項目３３に記載の物品。
［３５］
　Ａ）偏光フィルム；
　Ｂ）基材上に配置された帯電防止層であって、以下のものを含む前記帯電防止層；
　　ａ）本質的に以下のものからなるカチオン性コポリマー：
　　　ｉ）次式を有する約２０質量％～約５０質量％のカチオン性モノマー：
　　　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＺ（ＣＨ２）ｎＮ（Ｒ２）３Ｘ
　　　（式中、
　　　ＺはＯ、Ｓ、又はＮＨであり；
　　　Ｒ１はＨ又はＣＨ３であり；
　　　Ｒ２は独立して、１～４個の炭素原子を有するアルキル基を含み；
　　　Ｘは、ハロゲン、ニトレート、アルキルサルフェート、アルカンスルホネート、及
びハロアルカンスルホネートからなる群から選択されるアニオンであり；かつ
　　　ｎ＝２～６である）；及び
　　　ｉｉ）１～１２個の炭素原子からなる炭化水素基を有する脂肪族アルキル（メタ）
アクリレートモノマーを含む約１０質量％～約７５質量％の疎水性モノマー；
　　　ｉｉｉ）Ｎ－ビニルピロリジノン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリ
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レート、又はこれらの組み合わせを含む約０．５質量％～約５５質量％の窒素含有モノマ
ー；（ただし、カチオン性モノマー及び窒素含有モノマーの量は、約７０質量％未満であ
る）；及び
　　　ｉｖ）（メタ）アクリル酸又は次式を有するモノマーを含む、約２質量％～約２５
質量％の架橋性モノマー：
　　　ＣＨ２＝ＣＲ３Ｙ
　　　（式中、
　　　Ｒ３は、Ｈ又はＣＨ３であり；かつ
　　　Ｙは、ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＯＨ、及びＣＯＮＨ２からなる群から選択さ
れ；ここでＭはＨ又は対イオンであり、かつＬは、アルキレン基、アリーレン基、ヘテロ
アルキレン基、エーテル基、カルボニル基、エステル基、アミド基、若しくはスルホンア
ミド基、又はこれらの組み合わせを含む二価結合基である）
　　ｂ）非カチオン性（メタ）アクリルポリマー；
　　ｃ）メラミン－ホルムアルデヒド、尿素－ホルムアルデヒド、グリコールウリル－ホ
ルムアルデヒド、アジリジン、カルボジイミド、イソシアネート、及びエポキシ架橋剤か
らなる群から選択される架橋剤；
　Ｃ）光学フィルム；並びに
　Ｄ）光学フィルムを偏光フィルムへ接着させる接着剤層、
　を含む、物品。
［３６］
　前記光学フィルムが、プリズムフィルム、拡散フィルム、光導波路、又はこれらの組み
合わせを含む、項目３５に記載の物品。
［３７］
　物品を作製する方法であって、
　Ａ）以下のものを含む帯電防止組成物を基材上にコーティングすることによってコーテ
ィング基材を形成すること；
　　ａ）本質的に以下のものからなるカチオン性コポリマー：
　　　ｉ）次式を有する約２０質量％～約５０質量％のカチオン性モノマー：
　　　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＺ（ＣＨ２）ｎＮ（Ｒ２）３Ｘ
　　　（式中、
　　　ＺはＯ、Ｓ、又はＮＨであり；
　　　Ｒ１はＨ又はＣＨ３であり；
　　　Ｒ２は独立して、１～４個の炭素原子を有するアルキル基を含み；
　　　Ｘは、ハロゲン、ニトレート、アルキルサルフェート、アルカンスルホネート、及
びハロアルカンスルホネートからなる群から選択されるアニオンであり；かつ
　　　ｎ＝２～６である）；及び
　　　ｉｉ）１～１２個の炭素原子からなる炭化水素基を有する脂肪族アルキル（メタ）
アクリレートモノマーを含む約１０質量％～約７５質量％の疎水性モノマー；
　　　ｉｉｉ）Ｎ－ビニルピロリジノン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリ
レート、又はこれらの組み合わせを含む約０．５質量％～約５５質量％の窒素含有モノマ
ー；（ただし、カチオン性モノマー及び窒素含有モノマーの量は、約７０質量％未満であ
る）；及び
　　　ｉｖ）（メタ）アクリル酸又は次式を有するモノマーを含む、約２質量％～約２５
質量％の架橋性モノマー：
　　　ＣＨ２＝ＣＲ３Ｙ
　　　（式中、
　　　Ｒ３は、Ｈ又はＣＨ３であり；かつ
　　　Ｙは、ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＯＨ、及びＣＯＮＨ２からなる群から選択さ
れ；ここでＭはＨ又は対イオンであり、かつＬは、アルキレン基、アリーレン基、ヘテロ
アルキレン基、エーテル基、カルボニル基、エステル基、アミド基、若しくはスルホンア
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ミド基、又はこれらの組み合わせを含む二価結合基である）
　　ｂ）非カチオン性（メタ）アクリルポリマー；及び
　　ｃ）メラミン－ホルムアルデヒド、尿素－ホルムアルデヒド、グリコールウリル－ホ
ルムアルデヒド、アジリジン、カルボジイミド、イソシアネート、及びエポキシ架橋剤か
らなる群から選択される架橋剤；
　Ｂ）所望により、前記コーティング基材を少なくとも１方向に延伸すること、を含む、
方法。
［３８］
　ディスプレイパネル、
　１つ以上の光源、及び
　項目２０に記載の物品を備える、ディスプレイデバイス。
［３９］
　本質的に以下のものからなるカチオン性コポリマー：
　ｉ）次式を有する約２０質量％～約５０質量％のカチオン性モノマー：
　ＣＨ２＝ＣＲ１ＣＯＺ（ＣＨ２）ｎＮ（Ｒ２）３Ｘ
　（式中、
　ＺはＯ、Ｓ、又はＮＨであり；
　Ｒ１はＨ又はＣＨ３であり；
　Ｒ２は独立して、１～４個の炭素原子を有するアルキル基を含み；
　Ｘは、ハロゲン、ニトレート、アルキルサルフェート、アルカンスルホネート、及びハ
ロアルカンスルホネートからなる群から選択されるアニオンであり；かつ
　ｎ＝２～６である）；
　ｉｉ）１～１２個の炭素原子からなる炭化水素基を有する脂肪族アルキル（メタ）アク
リレートモノマーを含む約１０質量％～約７５質量％の疎水性モノマー；
　ｉｉｉ）約０．５質量％～約５５質量％のＮ－ビニルピロリジノン（ただし、カチオン
性モノマー及びＮ－ビニルピロリジノンの量は、約７０質量％未満である）；及び
　ｉｖ）（メタ）アクリル酸又は次式を有するモノマーを含む、約２質量％～約２５質量
％の架橋性モノマー：
　ＣＨ２＝ＣＲ３Ｙ
　（式中、
　Ｒ３は、Ｈ又はＣＨ３であり；かつ
　Ｙは、ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＣＯ２Ｍ、Ｌ－ＯＨ、及びＣＯＮＨ２からなる群から選択され；
ここでＭはＨ又は対イオンであり、かつＬは、アルキレン基、アリーレン基、ヘテロアル
キレン基、エーテル基、カルボニル基、エステル基、アミド基、若しくはスルホンアミド
基、又はこれらの組み合わせを含む二価結合基である）。
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